
川崎市の人口は、国や多くの自治体が人口減少に転じる中で昨年4月に京都市
を超え、政令指定都市中7番目の規模となりました。交通アクセスの良さなど利
便性の高い生活都市としての一面に加え、成長産業の集積、文化・芸術やスポー
ツなどの多彩な魅力にあふれ、活力ある都市として発展を続けてきたことで、多
くの方々から選ばれるまちとなりました。

国全体においては、平成26（2014）年10月1日時点の総務省の人口推計により
ますと、総人口に占める65歳以上の高齢者人口の割合は26.0%で過去最高とな
りました。平成37（2025）年には、団塊の世代の方々が75歳以上に到達し、高齢
化率は30.3%と推計されるなど高齢化が急速に進展することが見込まれることか
ら、この時期を目途に、国において、高齢者の尊厳の保持と自立生活の支援を目
的に、可能な限り住み慣れた地域で自分らしい暮らしを人生の最期まで続けるこ
とができるよう、地域の包括的な支援・サービス提供体制の構築を推進しています。

一方、川崎市は、大都市の中では平均年齢が最も低く、高齢化率は18.9%と、
現時点では若い都市といえます。しかし、今後、急激な高齢化が進み、平成52

（2040）年には、65歳以上の高齢者人口は約45万人となり、総人口の30.4%に
なることが予想されていることから、国と同様に、将来のさらなる少子高齢化の
進展を見据え、児童期から高齢期までのライフステージにおける切れ目ない継続
的な取り組みがますます重要となっております。

このような状況の中、「生命を守り生き生きと暮らすことができるまちづくり」
に向けて、昨年3月に策定した地域包括ケアシステム推進ビジョンに基づき、誰
もが住み慣れた地域や自らが望む場で安心して暮らし続けることができるまちづ
くりを進めております。

そこで、今回の「政策情報かわさき」は、「地域で支えるまちづくり」を特集
テーマとし、地域包括ケアシステムに関連した取り組みを取り上げました。

有識者に対するインタビュー、地域内の多様な主体による取り組みや関連施策
等の紹介を通じて、川崎市の現状について理解を深め、今後の川崎市にふさわし
い地域包括ケアシステムの構築に向けた取り組みを進める上での一助とすること
を期待するものです。

今後も、地域包括ケアシステムがこれからの
10年間で最も重要な政策であり、地域づくりそ
のものであるという認識の下、川崎のポテンシャ
ルを最大限に活かし、「最幸のまち　かわさき」
の実現に向けて、「全ては市民のために」を合言
葉に誠心誠意努めてまいります。

地域で支えるまちづくり

川崎市長　福田 紀彦
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特集 ◆ インタビュー

地域で支えるまちづくり
〜地域包括ケアシステム構築に
向けた重要な視点〜

日本女子大学人間社会学部准
教授。日本女子大学人間社会
研究科社会福祉学専攻博士課
程にて博士（社会福祉学）学位
取得。専門分野は社会学、社会
福祉学。川崎市地域包括ケア
システム検討協議委員会委員
を務めたほか、川崎市多摩区社
会福祉協議会理事など公職多
数。

黒岩亮子（くろいわ りょうこ）氏

黒岩　亮子

※このインタビューは、平成28（2016）年1月18日に行われたものです。

政策情報かわさき第34号の特集記事「地域で支え
るまちづくり」と題しまして、川崎市にふさわしい地
域包括ケアシステムの構築に向けて、日本女子大学黒
岩亮子准教授にお話を伺います。

地域包括ケアシステムとは

まずは、現在全国で地域包括ケアシステムに取り組
んでいるところですが、具体的にはどのようなもので
しょうか。また、その背景とはどのようなものでしょうか。

背景はいくつか挙げられると思うのですが、大きく
2つあります。1つは、2025年問題と言われるもので、
日本の高齢化が急速に進み、団塊世代の方が全員75
歳以上になるということです。高齢者が増える中で、
どうやって高齢者を支えていくかということです。よ
く言われるように、いま65歳以上の、いわゆる高齢者
と言われている方は皆さんお元気なアクティブシニア

ですけれども、やはり75歳を超えると要介護の状態に
なる確率が高くなるということです。また、特に都市
部の高齢化が進んで、都市部で介護サービスが不足
するということです。さらに、いま認知症ということ
も非常に大きな問題となっています。

もう1つは、多死社会の到来と言って、高齢化の行
き着く先は、たくさんの方が亡くなる社会であるとい
うことです。高度経済成長以降、在宅死と病院死の
割合が逆転して、いま病院死は8割くらいであると思
います。その病院のベッドの数が足りないということ
です。私はここがポイントだと思いますが、やはり病
院、医療のほうで病院完結型から地域完結型へ変わっ
ていくということで、病気を持っていても、地域で暮
らしていく、地域で看取っていくことになることから、
そのシステムが、まさに地域包括ケアシステムでして、
介護だけではなくて、医療や看取りなどを地域で作っ
ていく必要があるというのが2つ目の背景だと思って
います。
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具体的には、国で言われているのは、5つの構成要
素と4つの助です。その5つの構成要素というのは、
住み慣れた地域で生活し続けるために、住まい、生活
支援、リハビリテーション、医療、保健というものを
全部連携していくこと。そして、それらを進めていく
ときに、自助、互助、共助、公助の4つを、地域ごと
に組み合わせていくところに大きな特徴があります。
ちなみに自助というのは介護予防も含めて自分でやる
ということ、互助というのは地域での支え合い、共助
というのは介護保険、医療保険、専門職のサービス、
公助は行政のサービスです。

具体的な取り組み事例

4つの助という言葉がありました。どれも重要かと
思いますが、そのうち、互助活動の具体的な事例があ
ればご紹介ください。

そうですね。互助活動、地域住民の支え合いの事
例ですね。たとえば町内会、自治会レベル、地域住民
の方がNPOを作っているところ、または民生委員の
方たちが中心になっているとか、さまざまな互助活動
のタイプがあると思います。私がよく紹介する川崎市
以外の例で、まず申しあげると、横浜市の栄区の公田
町団地の取り組みがあります。そこで地域住民の方が
NPO法人「お互いさまねっと公田町団地」を結成し
ています。その活動は平成20（2008）年くらいから始
まったのですが、大規模団地ではどこでも高齢化が進
んで人が少なくなっています。公田町団地も団地の中
にあったスーパーマーケットが無くなり買い物難民が
いる、孤独死もある、そして坂の上にあって5階建て
の団地にはエレベーターもない。このような状況をみ
んなで話し合い対応を考えた時に、民生委員や地域住
民が中心となって「あおぞら市」をやることにしました。
私も何回も学生と一緒に行きましたが、「あおぞら市」
というのは自分たちでスーパーなどで買い物をして、
購入金額にプラス10円とか20円くらい、わずかな利益
をつけて、毎週火曜日の朝10時くらいから12時くらい
まで団地内の空き店舗で実施しているものです。新鮮
な野菜や肉もあります。NPOの会員だけでなく、地域
の住民もボランティアでやっています。公田町団地は、
今の独立行政法人都市再生機構（UR）が開発したの
ですが、URも力を貸す、横浜市も力を貸すというこ

とで、お金も補助してもらっています。その空き店舗
に「いこい」というガラス張り拠点を作って、NPO
の方プラスアルファの方たちが「あおぞら市」のみな
らず、毎日ご飯を作って低額で地域住民に提供してい
ます。地域住民が実践していて、本当に素晴らしい活
動だと思います。それで、「あおぞら市」以外に其の
拠点の中で、常時お米など重いものなどを売っていた
り、子どもも夏にはアイスを買いに来たりしています。
地域住民が運営する点で、まさに互助型です。そして
いつも来る人が来ない時や、前を通るバスから降りた
時に拠点にいるNPOの方が声をかけています。また
URがICTを活用して見守りのセンサーをつけて、そ
のNPOの方が、「いこい」の一角で確認をして、12時
間だったと思いますが、それが動かないとランプがつ
いて見に行くということを行っています。私も公田町
団地に行くたびに地域住民のパワーを感じて、まさに
こういう活動が今後の互助の1つの姿だと思っていま
す。ただ大きな犠牲を払っているようにも見えて、一
般的には少しハードルが高いようにも感じます。しか
し、NPOの代表の有友フユミさんは、近所付き合い
の一歩先をやって、一歩先、一歩先とやったら、人は
最後に死ぬでしょ、そこで死っていうのがあるだけな
のよ、そんなに大きなことじゃないのよとおっしゃいま
す。孤独死への対応を含めて、さらに看取りまで含め
て地域で考えているという印象を持っています。

2年くらい前に『支え合いのすすめ』という全国的
な冊子が発刊されました。いまお話した公田町団地も
ここに載っていますし、それ以外に川崎市の事例も2
つ載っています。その1つのNPO法人「コスモスの家」
というのは大学が多摩区にあるので、私も昔から関わ
らせていただいています。理事長は渡辺ひろみさんで
す。1980年代ころからPTAの仲間や、地域の子育て
仲間と高齢者の問題、やはり孤独死の問題への対応を
考えて作った団体です。「コスモスの家」は公田町団
地と同じように1,100世帯という大規模団地の西三田
団地で、介護保険事業や地域の拠点としての活動をし
ています。ポイントは、この団体に参加している人が
地域住民、それも小学校区の方がほとんどという点で
す。無理は禁物というスタンスで地域の支え合いを実
現しています。

もう1つ、全国的にも有名なのは、宮前区の「すず
の会」ですね。私はあまり存じあげていないので、い
つかお話を聞きたいと思っています。ここも大規模団
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地ですが、代表の鈴木さんがPTAの仲間とともに、高
齢者のための地域づくりをしたいと始められて、今も、
ボランティアグループ「すずの会」として「支え合いマッ
プ」を作ったりして活動しています。

今挙げた3つの事例は、立ち上げた方が皆さん熱い
思いを持って、高齢者の孤独死とか孤立をなんとかし
たいと始められた点が共通しています。こういった熱
い思いは地域包括ケアシステムにおいても、やはり求
められていると感じています。

熱心に活動されている方が中心となっているお話を
伺いましたが、そういう方がいない地域での進め方は
どのようなことが考えられますか。

やはり地域で共同とか、支え合いというときには、
何らかの形でリーダーが必要です。いま言った3人の
方、特に「コスモスの家」や「すずの会」のリーダーは、
声も大きくて引っ張る型、さらにネットワークも多く
持っているリーダーです。しかし公田町団地の場合は、
どちらかというと、この方ももちろんネットワークがあ
る方ですが、もともと地域でリーダー的なことをやろ
うとは考えていなかったタイプです。そこで、行政が
働きかけて公田町団地をモデル地区に指定して、住民
の話し合いを行政主導で始めたところ、地域の課題が
気になる彼女のようなリーダーが出てきて形になりまし
た。少しの思いでも、みんなの思いをまとめることがで
きれば、活動が生まれるきっかけはあるのだと思います。

私が最近活動している大学の近くの団地でも、イ
ベントの実施や見守り台帳の作成などを行うようにな
りました。皆さん地域の活動をする中で、自然と気に
なって、物事が進んでいくこともあります。このように、
いろいろなきっかけをつくり、いろいろなタイプのリー
ダーを見つけて、小さなことから少しずつ周りの人を
巻き込んでやっていくことは可能であると思います。

実際に地域で何かをやりたいと思っている方は、た
くさんいると思います。私は今、川崎市の市民アカデ
ミーというところで、福祉のワークショップ等のゼミ
型の授業をやっていますが、60歳代から70歳代、男
性も多くいます。皆さん何かをしたいとおっしゃって
います。自分にあったボランティア活動などがわから
ないような場合にも、学習なら始められるということ
でまず市民アカデミーに参加されている人もいます。
その何かやりたいという思いを引き出すきっかけをつ

くるのが、例えば大学や行政の役割のように感じます。

地域ごとに、それぞれ特徴があると思いますが、川
崎市の特徴を教えてください。

1つは都市型ということ、特に生涯学習が盛んとい
う特徴でしょうか。実際に川崎市には都心などの企業
にお勤めだった方が多くいらっしゃいます。先ほど触
れたように定年退職したなどの男性が学びをきっかけ
として何かしたいと思っている、そうした方が多いの
が川崎市の良い特徴だと思います。その学びとは、こ
のようなアクティブシニアだけではなく、子どものこ
ろからの学び、市民教育と言えばいいでしょうか、そ
れを大事にしているせいかかなり意識が高い方が多い
と思います。そういう方に意識づけやきっかけを与え
て、具体的な地域活動の担い手にしていくのが1つの
あり方だと思います。

2つ目は都市型ということと関連しますが、NPOと
か市民団体が多いところです。7区で違いがあるとい
う意見もありますが、大学のある多摩区や隣の麻生区
などでは熱心に活動されている方が多く、積極的な姿
勢に感銘を受けます。高齢者のNPOやボランティア
グループだけではなく、子育てや環境、まちづくりな
ど多様なNPOがあるのが、中山間地域や、過疎の町
では見られない点からも特徴だと思います。そして、
そこはうまく活用する必要があると思います。

3つ目は川崎市は若いまちで、子育て世代や子ども
たちも他の地域より多く、ケアと言うのを子育てと介
護と両方の視点から見る必要があることです。そうす
ればほとんど全ての人を巻き込めるということです。
たとえば子育て世代の母親と、ボランティアをしてい
るアクティブシニアなどをケアを通して結ぶことがで
きれば、魅力的な地域づくりができると思います。

4つ目は技術のまち川崎ということです。ICTを活
用した見守りのシステムや認知症の人の行動をデータ
として徘徊マップを作成するなど、川崎の技術力を活
かすのもいいと思います。

現在、先生が具体的に取り組まれている活動をご紹
介ください。

1つは、先ほど触れた「コスモスの家」などの地域
の福祉に関わる団体の方々との地域包括ケアシステム
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の勉強会などに参加し、一緒に考える機会を与えてい
ただいています。

また、昨年は特に、多摩区まちづくり協議会で「地
域包括ケアシステム先取り講座」というのを4回、プ
ラス1回の茶話会に関わらせていただいたのが印象的
でした。1回目は出られなかったのですが、後は全部
参加しました。大学のキャンパスでも学生を巻き込ん
で一緒にやりまして、やはり地域包括ケアは住まいな
ども含んだまちづくりの話なので、福祉団体に限らな
いでまちづくり団体と一緒に、こういう講座をできた
ことはすごく面白かったなと思っています。これが2
つ目です。

一方で、医療と介護の連携ということ、多摩区では
「チーム・たま」という多職種連携の団体ができまして、
市民向けの講演会に参加させていただいたりしていま
す。またここでお知り合いになった方と、結構日常的
にいろいろお願いしたりされたり、学生の活動の見学
などの協力もいただいています。

あと4つ目は、社会福祉協議会との関わりです。地
域包括ケアシステムは医療と介護の連携が、メインに
ありますが、子育て世代や地域のボランティアを巻き
込むという点で、社会福祉協議会が長年行ってきたこ
との延長とも言えます。それをいかにシステムに組み
込むかということで、最近は社会福祉協議会の職員研
修や町内会の会長や民生委員の勉強会など、一緒に
考え学ばせていただいています。

最後に一番身近なのは、先ほど少し触れましたが、
大学の近くにある400戸世帯くらいの寺尾台団地で「ハ
ロウィンイベント」をゼミの学生と一緒にやっている
ことです。昨年、3年目になりました。もともとは多
摩区3大学連携での地域課題解決授業というもので始
まって、アンケートやインタビュー調査を行い、地域の
課題について、学生とともに発見するところから始まり
ました。調査を通して、孤独死とか孤立した人に対し
て気になっている住民が多いことや、子ども会や高齢
者の会など縦割りの会はあり活発に活動していますが、
ほとんど交流がなかったことが明らかになりました。

団地＝高齢化というのが定番ですが、寺尾台団地は
子ども、子育て世代が多いのが特徴です。しかし、団
地の理事会役員はこうした世代や活動をあまり知らな
いというのを聞いて、学生と一緒に各世代を結びつけ
るイベントを考え、思いついたのがハロウィンでした。
理事会役員の高齢者世代はハロウィンについて知らな

いながらも、好意的でした。ハロウィンになじみのあ
る学生が主体的に企画し、子どもが団地内に設けた5
つくらいのスポットを仮装してパレードをし、お志の
ある方に近くのスポットに来ていただき、お菓子を用
意してもらいました。子どもたちは子ども会に声をか
けるとスムーズに集まり、1年目はパレードの後パー
ティーもやりました。これが大盛況で、80人ほど来
ました。昨年もどんどん地域住民の方がパレードやス
ポットに参加するようになって、スポットで子どもを
待っている間は、コミュニケーションの時となるよう、
媒介役として学生もスポットに立ちました。子どもが来
たらお菓子をあげて子どもと交流するという具合ですね。

こうしたイベントを通して地域住民の方による月1
回の団地カフェが生まれました。ハロウィン前の団地
カフェは学生が企画し、子どもたちにハロウィンの工
作をさせたり、高齢者の方にメッセージつきのお菓子
袋をつくってもらったり、多くの人がハロウィンイベン
トに関われるようにしています。毎月の団地カフェも
難しいようですが、一応多世代を対象としています。
ハロウィンイベントに関しては、新聞などに取り上げ
ていただいたり、かなり盛り上がっていると思います。
寺尾台団地には、先に挙げた3つの事例のように突出
したリーダーもいないし、理事会の役員は1年毎に変
わる。しかし、役員になった人が、みんな役が回って
きたら一生懸命に地域活動をやる。最近ではもう一
歩進めたいとして見守り台帳を作りたいという声が上
がってきたのです。こうした活動で大切なのは、やは
りきっかけです。自分でやると周囲の目を気にしてし
まう場合でも、学生が間に入るとスムーズに進むこと
があると感じました。また、学生は、多世代との交流
が上手だと感じます。子どもからはとても好かれるし、
高齢者世代の話も、福祉学科の学生はよく聞くことが
できるので、とてもよかったと感じていて、今年も続
けたいと思っています。

先生の取り組みには、最初から目指すべきシステム
があったのでしょうか。

違います。地域包括ケアシステムは、絵はあります
が、この組み合わせは、自助が強い、互助が強い、互
助の中でも町内会が強いのか、NPOが強いとか、そ
ういうのは地域ごとに違いがあり、初めから解はない
としています。ですから、地域では、みんなどうすれ
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ばいいのかわからない、どうしようということになるの
ですが、そうやって一歩ずつ作り上げていくプロセス
そのものが、ある意味大きな特徴です。しかし、地域
の住民だけでできない部分も絶対出てくるので、そう
いう時にこその公助であったり大学だったり、違う支
えが必要になるということだと思います。私の取り組
みも違う支援の1つであると活動のプロセスの中で感
じるようになりました。

先生が取り組まれている活動の中で、良かった点や
苦労した点があれば教えてください。

多摩区まちづくり協議会の皆さんは大変熱心で、議
論を重ねながら、４回講座が決まりました。そのうち、
特に３回目の学生を巻き込んだ活動が私はとても勉強
になりました。多摩区まちづくり協議会の方も、初め
は地域包括ケアシステムは高齢者の話と考えていまし
た。全世代の話であると伝えても、そのようには全然
見えない、実感できないという意見がありました。し
かし、先ほど述べたようにケアは子育て、看病、関心
を持つなど広い意味を持つ言葉です。また、今ダブル
ケアとして、高齢出産組がまだ子どもが小さいうちに
親の介護が始まるなど、暮らしの中でケアはより身近
になり、皆さん苦労している部分でもあります。家族
も変容している中で、高齢者だけでなく若い人も地域
での支え合い・助けを必要としていると思います。そ
こで、ワークライフバランスの視点を採り入れること
にしました。こういう講座や勉強会は基本やはり熱心
な地域の方、それも高齢の方が来ますが、若い世代の
参加を促すために、子育てと仕事の両立をテーマにし
たのです。始めはぎこちない部分もありましたが、最
後にカフェで語るということで、子育て世代が声かけ
を望んでいることや、高齢者の方が声かけを遠慮して
いることなど、お互いの思いを知る機会となりました。
私も、子どもが泣いている時に声をかけられると、あ
りがたいという思いがありますが、そのような生の声
を聞いたら、意外とみんな一緒にやっていける部分が
多いと感じました。私はこの部分をもっと深めていき
たいと思いました。私の心の中にあったもう1つの狙
いとしては、働きながら子育てするイメージがあまり
できていない学生が生の声を聞くことで気づきを得る
ことでしたが、その通りになったことは収穫でした。
しかし、第4回とその次の茶話会には若い世代の参加

は多くありませんでした。忙しい世代の人たちに参加
していただくには、意見がすぐに実現するなど、ある
種のスピード感も必要だと思いました。せっかく盛り
上がったのに形にならずに終わってしまうというのは、
勉強会ではよくあることで、それを形にすることの難
しさがあると思っています。学生を巻き込む、場所や
日時を工夫するなどして、若い世代が地域活動に参加
するハードルを低くすること、そこで参加者が気づい
たことを引き出して、何らかの形にしていくことが今
後の課題だと考えています。

気づきを与えるには、気づける場をいかにつくって
いくかということですか。

そうです。地域包括ケアシステムのイメージ図とし
て植木鉢図があって、5つの要素がありますが、実は
その一番下にお皿があって、選択と心構えと書いてあ
ります。やはり気づきということです。実は心構えと
しては、これからの社会では1人で死ぬこともあるか
もしれないが、そういうことも心構えをしておきましょ
う、だからこそ地域で支え合わなくてはということも
含んでいます。こうした心構えを一人ひとりが持たな
いと地域包括ケアシステムは育っていかないというこ
とです。しかし、その気づきや心構えを持たせる場を
つくり参加させるには、とくに若い世代は地域包括ケ
アシステム＝介護で私には関係ないと思う方が非常に
多いので、かなりの工夫が必要だと思います。

4回講座の話では、子育て世代と高齢者の世代と
の間のやり取りで声かけを巡る認識の差を感じました
が、普段から声をかけられるような関係を築くには、
どのようなことが大切でしょうか。

つながりづくりの第1歩は挨拶からだと思います。
孤独死対策でとても有名な松戸市の常盤平団地という
ところがあります。そこは自治会と、民生委員と社会
福祉協議会という3者が、活動しているのですが、カ
リスマリーダーで40年近く自治会長をやっている中沢
さんという方がいます。中沢さんは挨拶運動をとても
大事にしていて、たとえば、いい地域は挨拶からとか、
挨拶の愛は愛情の愛とか、印象的なスローガンを書い
て団地内に掲げています。私も大学に中沢さんをお呼
びしたことがありますが、みんなでそのスローガンを
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唱和します。学生は驚きましたが、それが意外と新鮮
で、若者の心を捉えたように感じました。挨拶という
のは本当は当たり前のことですが、実際ないからこそ、
スローガンを掲げたり運動をすることが実は大事だと
思いました。防災訓練なども声かけのきっかけになる
と思います。

地域包括ケアシステム構築に向けた重要な視点

地域包括ケアシステムの構築を今後進めるにあたっ
て、現時点で特に重要な視点とはどのようなもので
しょうか。

1つ目は「重ねていくこと」だと思います。川崎市
では多世代を対象としていますし、公助を充実するた
めの職員の増加、とくに地域に出て状況を把握する職
員の配置や、気づきの場を設けるなどたくさんの要望
があります。しかし、予算や職員体制には限界があり
ます。その中で「重ねていくこと」が重要だと思います。
たとえば、子ども文化センタ−や老人いこいの家など
今は1施設1機能になっていますが、誰もが使える多
世代型の施設、すなわち多機能として「重ねていくこと」
です。また、部署でも縦割りで計画を策定するのでは
なく、重複している部分がたくさんあるのだから、共同・
連携していくことも「重ねていくこと」と言えるでしょう。

2つ目は「見える化すること」です。見える化とは、
公田町団地のような拠点や、様々な気づきの場を設け
て、住民に知らせること、共同・連携といった見えづ
らいものをたとえば多世代型・多機能型施設にしたり、
象徴的な人や職を設置して、見える形にすることだと
思います。

3つ目は、エリアの設定です。民生委員の方から、
担当のエリアが町内会や地域包括支援センターの担当
エリアと異なってくる部分が出ているため、活動がし
づらいと伺ったりします。このように、地域包括ケア
システムのエリアとして統一されていません。私もき
ちんと分析していないので、正確なことが言えません
が、地域の特性を活かしたわかりやすいエリア設定は
重要だと思います。

川崎市職員に期待すること

川崎市職員が地域で果たすことが期待される役割

にはどのようなものがあるとお考えですか。

やはり部署を越えて連携することです。地域包括ケ
アシステムとはまちづくり全体のことです。職員一人
ひとりが理解して、部署の垣根を越えて連携するとい
うことと、福祉の現場ではない全然違うところであっ
ても、地域の皆さんの声をとにかくまず聞く。例えば、
地区担当の保健師が、地域の埋もれた困った人の問題
を発見するだけではなくて、行政の方一人ひとりが、
おそらくいろいろな地域の方と関わる中で、総合相談
的に全部のニーズをみんなで共有していくことを、地
域の人は求めている気がします。

また、部署の垣根を越えて連携するということを、
現在地域の中でとても流行っている子ども食堂という
ものを例に述べたいと思います。子ども食堂は貧困家
庭の子どもが栄養のある食事を皆で一緒に食べる場
で、学習支援などを行っているところもあります。実
は最近、キャリアウーマンとして忙しく夜遅くまで仕
事をしている私の友達が、「うちの子は子ども食堂に
行けないの？」と聞いてきました。受験期の彼女の子
どもにとって、塾は居場所でもあり、夜は塾でみんな
でお弁当を食べていたのに、受験が終わると子ども
が夜に食事をする場所がなくなってしまい不安だと
いうのです。子ども食堂は貧困な家庭の子どもため
のものとみてしまいがちですが、このように他の子ど
もにも必要なわけです。「みんなが一緒にご飯を食べ
る場所が必要」という視点で、誰もがそこに参加で
きるようにしていくことが、縦割りを超えた連携の1
つの具体的事例とも言えるのではないかと考えました。
生活困窮者の部署だからその対象者にサービスを提供
していくというようなことが行政では大事なのかもし
れませんが、その場合に先に挙げたニーズにも他の方
法等で対応できる可能性を示すことで部署の垣根を越
えた連携をすることができるのかもしれません。地域
の人にとっても、貧困だから行く、行かないとすると、
地域の中でも分断が起きまちづくり全体につながって
いきません。できるだけそういうものを超えるような
仕組みづくり、その前提としての意識の持ちようが必
要なのではないかと思います。

本日は、黒岩先生から貴重なご意見をいただくこと
ができました。
ご多忙中お時間をいただきありがとうございました。
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特集 ◆ 地域内の多様な主体による取り組みの紹介

特定非営利活動法人　楽　理事長　�柴田　範子

認知症の人が暮らし続けられる
地域づくりを目指して

1　特定非営利活動法人　楽　とは

措置の頃から、認知症の人たちのケアについて課
題と感じていた。認知症の人が増えることは、超高齢
社会を迎えることによって明白であった。介護福祉士
養成の教員時の平成15（2003）年秋、認知症の人とそ
の家族が、暮らしやすい介護の場と地域づくりに力を
注ぎたいと考えるようになった。人との縁で、川崎駅
西口近くにある昭和38（1963）年に建てられた民家を
貸してもらい、平成16（2004）年6月、NPO法人取得
後、認知症デイサービスひつじ雲（365日型　泊り機
能あり）を開所。平成18（2006）年5月、地域密着型
サービス　小規模多機
能型居宅介護ひつじ雲
に移行した。東北の震
災で傷がついてしまっ
たひつじ雲を、平成25

（2013）年6月から、近
隣の紹介でコンビニエ
ンスストアの跡を借り
て、新・ひつじ雲を運
営している。

地域での食事会を始

めて8年。さらに、地域とのつながりを深めることに
よって、地域課題の解決にもつながると読んで、昨年
7月、地域の居場所としてひつじcafeを始めた。

２　特定非営利活動法人　楽　の
これまで、これから

（1）私自身が目で見てきた疑問
措置の頃、福祉事務所ホームヘルパーを職業として

いた。当時、低所得層の高齢者は、まだ能力があるに
もかかわらず、地域の中で困った人になるとその地域
で暮らし続けることが難しく、次に身を置くところは
病院か施設であった。身を置く場が変わると認知機能
の低下した高齢者は不安と諦めの心境（リロケーショ
ンダメージ）が強くなり、結果、亡くなった数名に出
会った。

介護福祉士養成の教員になって、学生の実習先へ
度々巡回。高齢者が介護職員に叱られている姿を何度
か見た。ご本人らしい生活が可能になる場、その地域
づくりが必要だと考えた。

（2）小さな介護事業を始めて
平成16（2004）年春、認知症デイサービスひつじ雲幸町4丁目　現在のひつじ雲



政策情報かわさき No.34 2016.03 9

［
地
地
内
の
多
様
な
主
体
に
よ
地
取
地
組
み
の
紹
介
］認
認
認
の
認
認
認
認
認
認
認
認
認
地
地
地
地
地
地
認
認
認
認
認

特
集

を開所したが、近隣の認知症の方との縁は薄かった。
理由は、ひつじ雲へ通うと認知症と分かってしまい肩
身が狭いというご家族の思いがあるからだと周囲から
聞いた。身近なところに認知症のお年寄りは少なくな
かったが、多くが自宅から離れたデイサービスに通っ
たり、施設に入所し、住み続けている地域から離れ
てしまう。一方で、ひつじ雲を利用しているご家族か
ら「自宅で最期まで母や父を看たいが、もう少し気持
ちも体力も楽になれないか」と相談を受けた。平成18

（2006）年の介護保険制度改正時、誕生した小規模多
機能型居宅介護に移行した。そして、認知症デイサー
ビスくじら雲（後に、サテライトくじら雲）を作る。

（3）地域との関係性の構築に向けて
国から初めて助成金を得て地域の食事会を始めた。

食事会は、概ね60歳以上で地域の方ならどなたでも
参加可能で、ひつじ雲のお年寄りも参加している。運
営側は管理栄養士、歯科衛生士、地域包括支援セン
ター、ボランティア、ひつじ雲の職員の協力を得て、
よく食べて、健康で、この地域で暮らし続けることを
目標に挙げた。何のための食事会なのか、参加者に理
解していただけるようになった。

ひつじ雲を利用している家族からは「最期まで母を
看たい」という声が複数寄せられるようになった。私
たちが認知症の人、その家族の生活を支援しているの
は、人生の最期をより良く終えることが最終地点では
なく、そこに至るまでの過程、いかにより良く生きる
かを大切にしたいといつも考えていた。これまで、家
族の揺れる気持ちを受け止めながら4人の看取りをさ
せてもらった。医療に助けてもらいながら、普通の暮
らしを続けられるようにかかわらせてもらう。かかりつ
け医には「救急車は呼ばないんだよ」と家族に伝えても
らう。長い年月、細やかにかかわることによって、不
安を抱えていた職員も少しずつだが成長できている。

（4）地域活動をもう一歩進める
昨年7月、地域の人やひつじ雲のお年寄りが交流を

深められることと、地域課題の解決に繋がるように、
地域の不動産業者の協力を得て居場所「ひつじcafé」
を始めた。

家具や食器等の多くは、近所の方々の寄付でcaféの
形ができあがった。普段は馴染みの方々が一杯のコー
ヒーを飲みながら、世間話に花を咲かせている。そして、
これまで継続していた食事会は、老人会の役員や民生
委員の協力で、以前より多くの方が足を運んでくれて
いる。8年間、食事会に通い続けて健康を維持してい
る方々は、食事会の意義をよく理解している。「来ると
楽しいものね。美味しい食事をとって、みんなとゆっ
くり話もできて」と言う言葉を頂く。様々なプログラ
ムも導入し、元・介護家族だった方々には、ボランティ
アとして参加してもらえている。

3　おわりに

13年目を迎える弱小のNPO法人はあと何年この地
域に深く根を張れるかは不透明である。若くはないが、
夢を諦めることはしたくないと思い走り続けてきた。
将来像として、介護が必要であっても、介護事業所に
通わず、コミュニティーの中で介護職員や地域住民が
共に、できないこと、困っていることを助け合える地
域に近づけられたらと思っている。先ずは、小学校区
や町内会の狭い範囲で、お互いが気に掛けられる地域
づくりが要になる。

地域の方が多く参加の認知症サポーター

恒例になったバザー、販売もボランティアさんが
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特集 ◆ 地域内の多様な主体による取り組みの紹介

社会福祉法人川崎聖風福祉会　事業推進部長　�中澤　伸

〜川崎区での取り組み〜

制度や年齢、障害種別等で縦割らない
地域包括ケアシステムづくりの実践

1　「地域包括ケアシステム」が必要な背景

「認知症の男性高齢者の家族は、生活困窮の息子と
外国人の嫁と要保護児童」

「知的障害者が祖母に暴力（高齢者虐待）、その知的
障害者は実父から暴力（障害者虐待）」

「要介護高齢者の息子は障害判定を受けていなかった
ため支援につながらない」

「障害者が65歳になったが障害福祉サービスと介護
保険サービスを上手に併用できない」
その他にも、知的障害者の親が認知症、知的障害者

本人が認知症、などなど。同じ家庭内で複数の介護や
生活課題を抱えている家庭が増えている。人の生活は、
地域や家庭の中で絶妙なバランスの上に成り立ってい
る。家族との関係、近隣との関係、地域の環境、など
など。どれもが暮らしを続けるために重要な要素となっ
ている。しかし、人口減少・少子高齢化による生産年
齢人口の減少は、地域の支え合いのバランスを崩し始
めているのである。若年層が減少することで介護を担
える家族がいなくなる。また、対人支援従事者（専門
職）が減少することでサービスを増やすことができな
くなる。そして、多くの税金や保険料を納める年齢層
の減少は財源不足に拍車をかけているのである。いわ

ば、「金無し、人無し」が加速する時代にどのような
システムを作れば、誰もが尊厳ある自立した生活をお
くることができるのか。これを真剣に考え、取り組ま
なければいけない待ったなしの時期にきているのであ
る。だから「地域包括ケアシステム」の構築なのである。

2　地域包括ケアシステムの理解と普及

地域包括ケアシステムには、大きな誤解があるよう
に感じている。それは「地域包括ケアシステムは高齢
者介護の問題であろう」というものである。前述した
ように、人口減少・少子高齢化は、高齢者だけに影響
を及ぼすわけではない。冒頭に紹介した事例も現実に
川崎区で起きていることなのである。川崎市は市長の
号令のもと、年齢や障害種別を問わない全市民向け「地
域包括ケアシステム」の構築を目指しており、自助、
互助、共助、公助の総合力による地域づくりを進めて
いるところである。これは極めて正しい方向性である
と思っている。しかし、障害者や子どもの支援者や一
般市民にはその意味がまだまだ伝わり切れていないよ
うに感じられる。

地域包括ケアの理念は「自立支援」と「尊厳の保
持」である。また、地域包括ケアのコンセプトは「地
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域を基盤としたケア」
でありかつ「統合ケア」
であると整理されてい
る。「地域を基盤とした
ケア」とは、地域や家
庭の環境や関係性の中

で人の暮らしや介護支援がなされなくてはならないと
いう視点である。その人の暮らしのある地域との過去、
現在、未来の関係性に着目した支援と生活が必要にな
るということである。「統合ケア」は、バラバラではな
い支援のことである。一人の利用者、一つの家庭に対
して、複数の支援者が統合された支援計画に基づいて
支援することである。WHO（世界保健機関）は、「統
合ケアは、サービスの質を高め、利用者の満足度を上
げ、効率性を高める」、と定義している。「人無し、金
無し」の時代において、費用や人材の効率的サービス
提供は必須であり、加えて質や満足度につながる「統
合ケア」の推進は、地域包括ケアシステムの重要な要
素なのである。

3　川崎区の現状

しかし現状はどうであろうか。“縦割り”という言葉
はしばしば行政批判に用いられるが、我々対人支援の
専門職にもあてはまると自省している。戦後、福祉制
度が拡充され、法律が整備され、分業という形で専門
性が向上してきた。これは大変喜ばしいことであり我
が国にとって必要なことであったと思っている。しか
し、その反面、支援の対象者を制度や年齢、障害種別な
どで縦割りしてきてしまったという面も否定できない。
結果、家庭への「統合ケア」がなされずに、バラバラ
の支援が行われてしまうことにつながってしまってい
る。これでは質も満足度も効率化も図れないのである。

4　「川崎区機関連携会議」の発足と活動

そこで、川崎区内でこれらの問題意識を共有してい
る有志に声をかけ、平成26（2014）年9月から「川崎
区機関連携会議」を立ち上げ、地域包括ケアの推進
を目的とした事例検討会と制度を超えた連携づくりに
努めている。主なメンバーは、地域包括支援センター、
障害者相談支援センター、病院の医療相談員、訪問看
護師、特別養護老人ホーム施設長、障害者生活介護

事業所管理者、
在日外国人支援
者、子ども支援
者、 介 護 支 援
専門員（ケアマ
ネジャー）、社
会福祉法人経
営者、区・市役所職員など地域連携を主体的に行う約
30名である。このほかにも単発で医師や大学の研究者
などが参加している。活動は毎月1回午後6時30分か
ら2時間程度。毎回参加者の中から事例提出者を決め、
個人情報に配慮しながら、主に連携シミュレーション
を行っている。この場で検討されたことで、実際の支
援で連携が強まり、家庭への“統合ケア”につながっ
た事例も出てきている。また、発足1年半になる平成
28（2016）年3月12日には、北九州市の元ホームレス
による「生笑一座（いきわらいちざ）」とのコラボイベ
ントも計画している。このイベントは、区民や支援者、
この企画に関心のある子どもから高齢者までの方を対
象に、川崎市医師会館を会場に開催する。一座公演の
後には、「誰もが助けてと言える地域づくり」をテーマ
としたシンポジウムも行う予定である。

5　おわりに

自助や互助については“市民の汗”ばかりが期待さ
れている感がある。必要なのは、誰もが「助けて」と
言える環境なのではないか。人は目の前で「助けて」
と言われれば自然に手を差し伸べることができる。「助
けて」と言いやすい地域になることが、結果として互
助を育て、真の「お互い様」を成り立たせるのではな
いか。そのためには、まずは我々専門職や支援機関が
しっかり水平的につな
がることが重要と考
えている。我々の活動
や今回の企画が、安
心して“助けて”と言
える地域づくりにつな
がり、結果として地に
足のついた地域包括
ケアシステムになるこ
とを信じてこれからも
取り組んでいきたい。

川崎区機関連携会議の様子

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

と言える 川崎区へ

主催： 抱樸（ほうぼく）、川崎区機関連携会議

後援：医療法人 誠医会 宮川病院

座長 蛤
はまぐり

牡蠣右衛門
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氏

各座員の語りや歌と踊りの
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参加対象者：川崎区民の方、又はこのイベントに関心のある方、子どもや貧困、
自殺予防等に関わる方。イベントに参加してくれる子ども、学生。

北九州市でホームレスという極限の経験をした当事者が、「生笑一座」を結成し、

人生のどん底から立ち直った体験を語る活動に取り組んでいる。北九州市同様、

労働者の街として栄え、日本の経済発展を支えてきた川崎だが、社会の動向に翻弄

され、多様な生活課題を抱え、明日の暮らしに希望が持てない住民も少なくない。

私達「川崎区 機関連携会議」は「人生にはどうしようもなくつらい時があるが、

誰もが“助けて！”と言える街を作ろう！」「生きてさえいればいつか笑える日が

くる」という「生笑一座」のメッセージを受け止め、川崎の地で、多くの住民、

子ども達へ発展させる為に、このイベントを開催することに致しました。

大人から子どもまで、皆様のご参加をお待ちしております。

≪川崎区機関連携会議≫とは…

住民の多様な生活課題を制度や対象者による縦割りではなく、

包括的に支援する仕組みを構築したいと願う相談支援専門職の有志が集い、

事例検討や学習を通じてネットワーク強化を目指しています。

会 場：

川崎市医師会館
６階 講堂

（住所：川崎市川崎区

宮前町 ）

定員

名

生笑一座ホームページ 生笑一座

3月12日イベントチラシ
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特集 ◆ 職員による関連施策等の紹介

健康福祉局地域包括ケア推進室　担当係長　�菅野　智宏

〜一生住み続けたい最幸のまち・
　川崎市を目指して〜

川崎市における
地域包括ケアシステム構築に
向けたビジョンづくり

1　はじめに

わが国においては、少子高齢化の進展による人口減
少社会への突入や、核家族化の進行、生涯未婚者の
増加などに伴う家族構成の変化、さらには健康寿命と
平均寿命の格差など、世界に類を見ない、「未曾有の
超高齢社会」に足を踏み入れたが、団塊の世代が75
歳以上となる平成37（2025）年以降も、さらなる高齢
化が進むことが予測されている。

75歳以上の後期高齢者の急増は、医療需要が量的
に増加するだけでなく、疾病構造も変化し、求められ
る医療もそれに合わせた形で変化する中で、医療資源
を有効に活用し、より質の高い医療提供体制を実現す
るため、医療機能の分化・連携の更なる推進が必要で
あるとともに、生活支援ニーズの増加や多様化なども
相まって、医療・介護のより一層の連携が求められて
いることから、在宅等の住み慣れた地域の中で暮らし
続けられる体制を目指す地域包括ケアシステムの構築
が不可欠である。

高齢化と同時並行で少子化が進んでいるが、一方で、
社会状況や経済状況の変化などにより、児童虐待や子
どもの貧困など、厳しい環境に置かれた子どもが増加
している。また、都市化や核家族化の進展によって地

域での住民同士のつながりが薄くなり、地域コミュニ
ティが希薄になったことで、地域の大人が子どもに関
わる機会が少なくなっている。子どもの健全な成長・
発達を促すには、地域との関わりや見守り体制の充実
が重要であることから、地域包括ケアシステムの構築
に向けた取り組みは、子ども・子育て支援のあり方に
おいても、今後、基盤として位置づけられるべきもの
であり、子育てしやすい地域づくりを進めることが、
少子化対策としても重要と考えられる。

川崎市においては、こうした考え方に基づき、川崎
らしい都市型の地域包括ケアシステムの構築による誰
もが住み慣れた地域や自らが望む場で安心して暮らし
続けることができる地域の実現を目指している。

2　地域包括ケアシステム構築に向けて

（1）地域包括ケアシステムとは
地域包括ケアシステムは、法律上においては、「地

域の実情に応じて、高齢者が、可能な限り、住み慣れ
た地域でその有する能力に応じ自立した日常生活を営
むことができるよう、医療、介護、介護予防、住まい
及び自立した日常生活の支援が包括的に確保される体
制である。」とされている（医療介護総合確保促進法
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第2条）。

図1　地域包括ケアシステムの姿（出典：厚生労働省）

（2）川崎市における人口動態などの特徴
川崎市においては、大都市の中で、平均年齢が最も

若く、高齢化率は、平成27（2015）年4月1日現在で、
18.9％と最も低く、現時点では若い都市であるといえ
る。

また、活発に活動をしている多くのボランティア団
体や、高い技術力を持つ産業・研究機関などの多様な
社会資源を有しており、様々な資源を基盤としたケア
を行うことが可能と考えられる。

さらに、狭い市域の中にあっても、性格が大きく異
なる、多様な地域と住民によって構成された都市であ
り、言い換えると、多様な地域と住民によって構成さ
れるコンパクトな都市といえる。

しかしながら、人口動態についてみると、今後、急
激な高齢化が進み、平成52（2040）年には、65歳以上
の高齢者人口は約45万人となり、総人口の30.4％にな
ることが予想され、全国と同様に、地域包括ケアシス
テムの構築が求められている。

図2　将来の人口推計（年齢4区分別）

（3）地域包括ケアシステム推進ビジョンづくり
①地域包括ケア推進室の創設

こうした現状認識から、平成26年度に、まず、地域

包括ケアシステムの構築に向けた取り組みを推進する
ため、健康福祉局内に地域包括ケア推進室（部相当）
を設置した。

この地域包括ケア推進室は、さらなる少子高齢化の
進展を見据え、住み慣れた地域で安心して暮らせる川
崎の実現に向けて、予防医療や介護予防の充実、地域
の医療資源との連携の強化、安心して介護サービスが
利用できる仕組みづくりなどを総合的に取り組んでい
くため、これらを一体的・連続的に推進する体制構築
を図ることを目指しており、総勢3課17名体制（兼務
を含む）の船出をすることとなった。
②川崎市地域包括ケアシステム検討協議委員会の立

ち上げ
組織の立ち上げと同時に、地域包括ケアシステム構

築に向けては、行政だけでなく、事業者や町内会・自
治会などの地縁組織、地域・ボランティア団体、住民
など地域内の多様な主体の取り組みが求められるとと
もに、主体間の緊密な連携が必要であることから、そ
の構築にあたっては川崎市の基本的な考え方が地域全
体で共有されることが重要であるという認識を持って
いた。

そのため、国の「地域包括ケア研究会」で座長を務
められている慶應義塾大学の田中滋名誉教授をお招き
するとともに、市内の医療・福祉・介護関係者、地域
団体、民間事業者、市民等による「川崎市地域包括ケ
アシステム検討協議委員会」を平成26（2014）年5月に
設置した。こうして、検討協議委員会が立ち上がり、
平成26年度に、多角的な観点から熱心な議論を進め
ていただき、年度末に、今後の川崎市の取り組みの方
向性を示すための「川崎市地域包括ケアシステム推進
ビジョン（以下「推進ビジョン」という。）を策定した。

図3　検討協議委員会委員 ※敬称略
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3　地域包括ケアシステム推進ビジョンの策定

（1）地域包括ケアシステム構築に向けた課題認識
推進ビジョンの策定に当たっては、システム構築に

向けた課題認識としては、以下の3点に整理をした。
1つ目は、少子高齢化により、高齢者を多くの支え

手が支える「胴上げ型社会」から、支え手が2～3人
の「騎馬戦型社会」、１人で１人を支える「肩車型社会」
への移行が進んでいることから、今後、介護予防の取
組み強化と健康寿命の延伸とともに、支え合いの地域
づくりを目指して、誰もが健康と生きがいを得られる
ような取り組みが必要であるということ。

2つ目は、高齢化に伴い、在宅生活の継続に医療・
介護・予防・福祉・生活支援などのケアを必要とする
人が増加し、円滑なサービス提供の必要性が高まって
いることから、24時間365日の生活を支えるための多
様な、切れ目ない、一体的なサービス提供を図るため
に、多様な主体によるケアの提供の仕組みづくりが必
要であるということ。

3つ目は、人口構造の変化や家族・地域社会の変容
等の中で、住民ニーズの変化も見られることから、地
域の実情に応じ住民ニーズに沿ったまちづくりの推進
に向けて、行政としてのプランニングが求められてい
るということ。

以上のような3つの課題認識に基づき、推進ビジョ
ンの骨格をまとめていった。

（2）推進ビジョンの特徴
これまで見てきたように、一般的に、地域包括ケア

システムの射程としては、超高齢社会を見据えた高齢
者を一義的な対象として想定しているが、誰もが個人
として年齢を重ねながら「生活」を続けていくことや、
地域においては、子どもから高齢者まで多様な住民が
生活していることから、住民一人ひとりが「個人の生
活の質」を高めていくとともに、住民同士も互いに支
え合う関係であるという認識を共有しながら、「地域づ
くり」を進めていくことが必要不可欠である。こうし
たことから、推進ビジョンでは、高齢者をはじめ、障
害者や子ども、子育て中の親などに加え、現時点で他
者からのケアを必要としない方々を含めた「全ての地
域住民」を対象とした。

次に、推進ビジョンと関連計画との関係性について
は、高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画をはじ
め、関連する個別計画の上位概念としての性格を付与
し、川崎市としての基本的な考え方とすることとした。
そのため、関連計画においては、推進ビジョンでまと
めた内容を、より具体的な目標・取組方針・施策とし
て定めるとともに、その達成に必要な資源・体制・手
法等と合せて明確化・具体化することを目指している。
また、行政内の各部署や医療・福祉関係機関において
は、各々が担うべき役割を認識し、具体的な行動につ
なげていくとともに、町内会・自治会などの地縁組織、
地域・ボランティア団体、住民など、地域を支えるそ
の他の主体においても、考え方を共有しながら、取り
組みを推進していくことを目指している。

（3）推進ビジョンの構成
前述のような考え方や特徴に基づき、推進ビジョン

においては、「一生住み続けたい最幸のまち・川崎を
めざして（最幸＝最も幸せという意味の造語）」をキャッ
チフレーズとして、「川崎らしい都市型の地域包括ケア
システムの構築に向けて、誰もが住み慣れた地域や自
らが望む場で安心して暮らし続けることができる地域
の実現」を基本理念に掲げ、この理念を達成するため、
5つの基本的な視点を設定した。

取り組みの推進にあたっては、ロードマップを示し
ており、まず、平成30（2018）年3月末までを「第1段階」
として土台作りの期間、2025年問題への対応というこ
とから、平成37（2025）年までを「第2段階」としてシ
ステム構築期、それ以降を「第3段階」としてシステ
ム進化期として、3段階で推進することとしている。

図4　地域包括ケアシステム推進ビジョン報告書
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図5　地域包括ケアシステム推進ビジョンの構成

こうした5つの基本的な視点に沿って、行政として
は、既存の事業を効率・効果的に推進するとともに、
まず、地域マネジメントに特化して、市民に最も身近
な区役所の体制構築に向けた検討を進めた。

4　システム構築に向けた
区役所の推進体制構築

平成26年度末の推進ビジョンの策定後、これまで、
全庁をあげて、既存の事業を推進ビジョンの趣旨に基
づき推進するとともに、推進ビジョンの基本的な視点
の一つである「地域マネジメント」に力点を置いて、
地域包括ケアを推進していくための行政組織として着
実に運営して行くことを目指し、検討を進めてきた。

この検討の中で、住民に身近な区役所においては、
支援が必要な住民に対する個別支援の強化と地域力
の向上に向けてさらなる機能強化が必要であるとの結
論に達し、平成28年度からは、区保健福祉センター内
に、地域包括ケアを推進するための組織として、地域
みまもり支援センターを設置する方向で検討を進めて
おり、多様な主体の有機的な連携に向けて、着実に取
り組んでいきたいと考えている。

5　おわりに

これまで川崎市における地域包括ケアシステム構築
に向けた取り組みについて概観してきた。地域包括ケ
アシステムの構築は、市民の安全・安心が確保された
持続可能な地域社会の実現をめざして、これまでも市
民の皆さんと育んできた、「地域づくり」そのものであ
ると考える。こうした地域包括ケアシステム構築の取
り組みは、医療・介護施策分野からはじめられたが、
住宅施策・都市計画分野や、教育分野、経済分野、コミュ
ニティ施策分野などあらゆる行政施策との連携がます
ます重要となるものと思われる。

誰もが可能な限り住み慣れた地域や自らが望む場で
安心して暮らし続けることができる地域社会の実現に
向けて、さらなる取り組みの推進を目指していきたい。

図6　地域マネジメントのイメージ
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特集 ◆ 職員による関連施策等の紹介

健康福祉局高齢者事業推進課　担当課長　�武田　克巳

〜最幸のまち「かわさき」を目指して〜

かわさき健幸福寿プロジェクト
（要介護度の維持・改善）
の取り組み

1　はじめに

（1）かわさき健幸福寿プロジェクトの立ち上げ
平成25（2013）年11月、福田市長が就任された。市

長は14項目からなるマニフェスト（政策）の一つに「県
内で一番高い介護保険料からの脱却！」を掲げられ、
その内容は、「･･･要介護度が上がるほど事業者に多く
の介護報酬が入る今の仕組みをスイッチし、･･･利用
者の要介護度の長期維持や改善で成功報酬が支払わ
れる仕組みをつくります。」（抜粋）となっている。

かわさき健幸福寿プロジェクト（以下「プロジェクト」
という。）は、当該マニフェストを実現するため、平
成26（2014）年4月に立ち上げた事業で、事業名称は、
川崎を日本一幸せのあふれるまちにすること、介護が
必要になっても、いつまでも『健康』で『幸せ』な生
活を営んでいただくことを願って、名付けたものである。

さて、本論に入る前に、当該マニフェストの背景に
ついて、簡単に触れておこう。

（2）介護保険制度の理念
介護保険制度は、周知のとおり、これまで各家庭

で抱えてきた介護の社会化をスローガンに、平成12
（2000）年4月にスタートし、この3月末で丁度16年が

経過しようとしている。
制度全体を貫く理念は、介護保険法第1条に規定さ

れており、単に介護を要する高齢者の身の回りの世話
をすることではなく、高齢者が自らの意思に基づき（尊
厳の保持）、その有する能力を最大限に活用して自立
した質の高い生活を営むことができるよう支援するこ
と（自立支援）である。

（3）介護報酬体系の基本構造
次に、介護報酬体系について見てみよう。
介護報酬とは、介護サービス事業所が利用者に介

護サービスを提供した場合に、その対価として支払わ
れるサービス費用のことである。要介護度が重くなる
ほど介護の手間とコストがかかるという考え方に基づ
き、要介護度が重くなるにつれて高くなるように設定
されており、この基本的な構造は、制度発足当初から
変わっていない。

（4）介護保険制度のジレンマ
介護保険制度が抱える課題の一つに、制度理念と

介護報酬体系のジレンマがある（図1）。
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介護サービス事業所が利用者の自立を支援

⇩
利用者の要介護度が改善

⇩
介護サービス事業所が受け取る介護報酬が減少

図1　介護保険制度のジレンマ
通常、要介護度を改善するのには、大変な労力を要

する。その意味において、現行の報酬体系は、介護サー
ビス事業所の努力が報われない、換言すれば、介護サー
ビスの質が評価されない仕組みであると言えよう。

ちなみに、週3回、月に12回デイサービスに通う人
の要介護度が1改善された場合、粗い計算で、1人当
たり年間約18～19万円の減収となる（表1）。デイサー
ビスに多く参入している比較的小規模な事業者にとっ
て、この額は決して小さくない。

また、特別養護老人ホームでは、この差が約25～
27万円に拡大する。

前述のマニフェストは、こうした制度のジレンマの
解消に、先駆的に取り組むものである。
表1　 標準的介護報酬の差額（利用時間7時間以上9時間未

満の場合の1人・1回当たりの介護報酬を基に計算）
（単位：円）

要介護度 介護報酬 差　　額 月　　額 年　　額
要介護１ 7,040
要介護２ 8,310 1,270 15,240 182,880
要介護３ 9,630 1,320 15,840 190,080
要介護４ 10,950 1,320 15,840 190,080
要介護５ 12,270 1,320 15,840 190,080

2　プロジェクトの取り組み

（1）プロジェクトの目的
プロジェクトの目的は、要介護度の維持や改善の促

進を図る仕組みにより、無理なく安心して介護サービ
スを利用でき、いつまでも「元気なお年寄り」でいて
いただくことである（図2参照）。

この目的達成の手段として、利用者の要介護度等を
改善または長期にわたって維持した事業所に、一定の
インセンティブを付与する新たな仕組みを構築する。

なお、最終的な獲得目標は、国が法制度に新たに成
功報酬の仕組みを導入することである。

（2）検討体制
平成26（2014）年4月に、菊地副市長を筆頭に関係

局長等で構成する「川崎市要介護度の維持・改善促
進検討委員会」を設置し、その下に課長級からなるワー
キンググループを置いた。また、外部アドバイザーか
ら専門的な御意見をいただく体制を敷いた。さらに、
専門的な事項を検討するため、平成27（2015）年6月
に、局内の係長級で構成する作業部会を設置した（表
2～5）。

表2　川崎市要介護度の維持・改善促進検討委員会
健康福祉局に属する事務を担任する副市長、総務局長、
総合企画局長、財政局長、市民・こども局長、経済労働
局長、健康福祉局長、地域包括ケア推進室長、長寿社会
部長、地域福祉部長、障害保健福祉部長

図2　かわさき健幸福寿プロジェクトの概念図
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表3　ワーキンググループ
【総務局】行財政改革室担当課長
【総合企画局】企画調整課長
【財政局】財政課長
【市民・こども局】市民活動推進課長
【経済労働局】次世代産業推進室担当課長
【健康福祉局】地域包括ケア推進室担当課長、高齢者在宅

サービス課長、介護保険課長、地域福祉課長、障害計画
課長、障害福祉課長、高齢者事業推進課担当課長

表4　外部アドバイザー
国際医療福祉大学大学院竹内教授、上智大学総合人間科
学部社会福祉学科藤井准教授、NPO法人「楽」柴田理事
長、東京医科歯科大学大学院医歯学総合研究科地域・福
祉口腔保健衛生学分野遠藤講師、川崎市介護支援専門員
連絡会中馬会長、公益社団法人認知症の人と家族の会神
奈川県支部堀越世話人

表5　局内作業部会
【地域包括ケア推進室】企画調整担当係長、介護予防担当

係長
【高齢者在宅サービス課】在宅福祉係長
【介護保険課】管理係長、認定係長、保険料係長、給付係

長
【高齢者事業推進課】課長、担当課長、計画推進係長

（3）平成26年度の取り組み
平成26年度は当初予算がゼロだったため、予算を

かき集めながら取り組みを進めた。そのうちの3つを
御紹介する。
①川崎市要介護度の維持・改善促進検討委員会・ワー

キンググループの開催（4月、10月、2月）
②平成26年度モデル事業の実施

○目的：ADL（日常生活動作）の改善に関する評
価項目や評価方法の調査研究、ADLの改善に関
する取り組みと試験的評価の実施、モデル事業実
施に伴う事務負担の把握

○手法：ADLの改善状況の把握に、要介護度の判
定に用いる認定調査票を使用することとし、モデ
ル事業開始時と終了時の認定調査票の内容を比
較

○実施期間：10月～12月
○協力事業所：居宅介護支援事業所（ケアマネ事

業所）11か所、特別養護老人ホーム5か所
○対象者：在宅生活者15名（要支援1～要介護5）、

特別養護老人ホーム入居者15名（要介護3～5）
○事業フロー：図3のとおり
○結果：短期間の取り組みであったため、要介護度

の改善には至らなかったものの、ADLについては
全体の6割程度に改善が見られた。

○意見交換会：本市の取り組みは、全国的にもほと
んど例が無いため、協力事業所の意見は大変参
考になる。そこで、2月に協力事業所に集まって
いただき、モデル事業に関連する意見を伺ったと
ころ、今まで無かった取り組みゆえの戸惑いのほ
か、職員の意識が高まった、家族も一緒に取り組
んで成果が上がったなどの声があった。

図3　平成26年度モデル事業のフロー

③持続可能な介護保険制度検討会の設置・開催
11月に横浜市で開催された第66回九都県市首脳会

議（埼玉・千葉・東京・神奈川の知事、横浜・川崎・
千葉・さいたま・相模原の市長が一堂に会し、首都圏
の広域的課題について議論する場）において、福田市
長の提案─介護保険制度を将来にわたって持続可能
な制度として維持していくため、共同で研究を行う─
が満場一致で採択された。

これに伴い、先進的な取り組みを行う都市の情報の
共有を図るとともに、翌年に検討事項を国に要望する
ため、9都市の課長・係長級で構成する「持続可能な
介護保険制度検討会」を設置。慣例により本市が座
長を務めることとなった。

（4）平成27年度の取り組み
平成27年度は、プロジェクトの本実施に向けて、制

度を固める重要な年である。そのため、国の地方創生
交付金を活用して900万円の予算を確保したほか、職
員体制の強化を図った。
①川崎市要介護度の維持・改善促進検討委員会・ワー

キンググループの開催（5月、11月、2月）
②平成27年度モデル事業の実施

前年度の検証を踏まえ、事業規模を拡大。
○目的：介護サービス事業者による要介護状態区

分、ADL、IADL（手段的日常生活動作）又は
QOL（生活の質）の維持・改善の取り組み結果
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に応じた報奨、表彰、公表等の仕組みを構築し、
もって、事業者の評価を高め、介護サービスの質
が評価される新たな仕組みの導入をめざす。

○手法：要介護度等の維持・改善に向けた取り組み
を把握するため、前年度使用した認定調査票のほ
か、ケアプランや各事業所が作成する介護計画
書・評価表等の提出を求めることとした。

○実施期間：6月～12月
○対象者：協力事業所が選定した73名
○協力事業所：前年度はケアマネ事業所及び特別

養護老人ホームのみを対象としたが、要介護度等
の維持・改善にはチームケアが重要との認識から、
協力事業所のサービス種別は不問とした（これが
本市の特色で、類似の取り組みを行う品川区は特
養等、岡山市はデイサービスに限定している。）。
目標100事業所に対し、説明会や個別に説明に回
るなどして、137事業所の協力を取り付けること
ができた。

○事業フロー：基本的に前年度と同じ
○自立支援介護講習会：プロジェクトの外部アドバ

イザーである国際医療福祉大学大学院竹内教授
の御協力の下、協力事業所を中心に、9月、11月、
2月に開催。現にサービスを提供している利用者
を対象として、自立に向けた具体的なケアの方法
を学ぶ機会を提供（写真参照）。

○意見交換会：10月、1月の2回開催。プロジェク
トに関する質疑応答のほか、事例発表とグループ
ワークを行い、協力事業所間の顔の見える関係づ
くりを推進。

○結果：前年度モデル事業と比較して、ADLの改
善割合は下がったものの、要介護度については、
全体の2割程度に改善が見られた。

③持続可能な介護保険制度検討会

9月29日第1回講習会の様子

11月千葉市で開催された第68回九都県市首脳会議
にて活動報告を行った。また、同月末に厚生労働省に
対し、介護サービスの質を評価する新たな仕組みの構
築等に関する要望書を提出。併せて意見交換を行った。
④岡山市主催「介護サービス質の評価先行自治体検

討協議会への」参画
8月に岡山市が視察で来庁した際に、お声掛けいた

だいた。類似の取り組みを行う自治体や、関心を寄せ
る自治体は徐々に増えつつあるものの、まだまだ数が
少ないため、こうした連携は大変貴重で、本市の取り
組みの参考になるため、参画することとした。

同協議会は、「利用者の状態の改善に積極的に取り
組んでいる介護サービス事業所を評価する仕組みづく
りを行い、平成30年度の介護報酬改定に向け、持続
可能な介護保険制度への政策提言（インセンティブ加
算の創設等）を行う。」ことを目的としている。

本市以外のメンバーは、品川区、名古屋市、福井県、
滋賀県。

3　おわりに

実は国も10年ほど前から介護サービスの質の評価に
ついて課題認識を持っており、調査研究を重ねてきて
いる。最近では、事業所のサービス提供によって要介
護度が改善したと科学的に言えるための指標づくりに
苦心していると聞く。本市としても可能な限り協力し
ていきたいと思う。

話をプロジェクトに戻そう。本年2月17日に開催し
た検討委員会（2（2）参照）での議論を経て、いよいよ
平成28年度からプロジェクトを本実施することとなっ
た。現在、7月のキックオフに向けて、準備を進めて
いるところである。

プロジェクトは、たとえ要介護状態となっても、諦
めずに改善を図り、元気を取り戻す取り組みである。
元気になれば、自らが望む場所で暮らし続けることが
できるようになる。これは、介護保険制度の理念を実
践し、地域包括ケアシステムを具体化することである。

今後プロジェクトが浸透し、市域の範囲を超えてさ
らに注目が集まるよう、様々な機会を通じて情報を発
信していきたい。その結果、介護現場で働く人材の定
着や、新たに介護職をめざす人の呼び込みにもつなが
るだろう。そして、これが事業所に対する最大のイン
センティブになるものと考えている。
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特集 ◆ 職員による関連施策等の紹介

健康福祉局医療政策推進室　担当係長　�久保　眞人

〜地域包括ケアシステムの構築を目指して〜

医療と介護の連携による
在宅医療の推進

1　超高齢社会における課題と対応

わが国における超高齢社会の課題を概観すると、平
成42（2030）年にかけて前期高齢者（65～74歳）の
人口は概ね横ばいであるが、後期高齢者（75歳以上）
は、平成24（2012）年から平成42（2030）年にかけて、
約1,500万人から2,200万人へと激増する。すでに地
方都市では高齢化が進んでいるが、今後は、東京・大
阪などの大都市圏とその周辺地域を中心に、都市化す
る過程で移り住んできた人々などが、一挙に高齢化し
ていく。この傾向は、都市圏でより明確であり、川崎
市についても、現在は比較的若い都市である（高齢化
率19.1％（平成27（2015）年10月1日現在））が、今後、
一挙に高齢化が進行することが見込まれる。（図1）

図1　人口ピラミッドの変化

つまり、川崎市も含めて都市圏においては、今後、
高齢化率の増加とともに絶対数も急増し、特に、後期
高齢者の増加という人口構造の変化は、生活インフラ
にも大きな影響を与えることが想定される。

特に、後期高齢者の増加は、何らかのケアを必要と
する方の増加を招き、特に、医療に対する需要は増大
することが見込まれる。しかしながら、都市圏の病床
においては、今後の全ての入院需要を受け止めること
は難しい。

一方で、後期高齢者の増加は亡くなる方の増加にも
つながるが、現状では、約8割の方が病院で亡くなり、
自宅で亡くなる方は1割強となっている。しかしながら、
自宅で最期を迎えたいと考えている方は、6割程度で
あり、このギャップを埋めるための在宅療養環境の整
備は必須と考えられる。

そして、在宅療養環境を考える際に、高齢者が生活
者として最期まで地域で暮らし続けるためには、医療
だけでは難しく、「Aging in Place」の実現に向けて、
地域コミュニティの再生などを通じた取り組みが求め
られているものと考える。さらに、こうした地域のネッ
トワークづくりは、高齢者の介護の問題のみならず、
子ども・子育て支援、障害者福祉、困窮者支援にも貴
重な社会資源となり、個人が尊厳を持って暮らしてい
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くための地域の共通財産になるものと思われる。
川崎市においても、誰もが住み慣れた地域や自らが

望む場で安心して暮らし続けることができる地域の実
現をめざして、平成26年度末に、「川崎市地域包括ケ
アシステム推進ビジョン」を策定したところであり、
こうした取り組みが著についたばかりである。

2　在宅医療を巡る国の政策動向

こうした課題の中で、医療と介護の連携による在宅
医療の推進については、社会保障の充実・安定化に向
けて「社会保障制度改革国民会議」が設置され、報
告書が取りまとめられている（平成25（2013）年8月）。
この中で、今後、わが国が直面する高齢化に伴う疾病
構造の変化に対応して、従来の「治す医療」から生活
の質（Quality of life（以下、「QOL」という。））を
重視した「治し支える医療」への転換の必要性が示さ
れ、平成26（2014）年の「医療介護総合確保推進法」
成立により、平成27年度には、介護保険制度の中に、

「在宅医療・介護連携推進事業」という郡市医師会と
市町村が連携した在宅医療を推進するための事業が
創設された。

3　川崎市における医療・介護の連携の取り組み

（1）これまでの川崎市における医療・介護連携の取り
組み

これまでも川崎市医師会と川崎市介護支援専門員
連絡会で、「医師と介護支援専門員との意見交換会」
が定期的に開催され、医療と介護の連携に取り組んで
きた。その後、川崎市看護協会も加わり、「在宅ケア
を支える地域連携推進会議」が立ち上がり、事例検討
等を通じた情報交換・課題共有等に取り組んできた。

こうした職能団体を中心とした取り組みが早くから
行われてきたところであるが、川崎市としても本格的
な取り組みの推進に向けて、こうした団体との協議を
始めることとなった。当初から、川崎市医師会の担当
理事の先生方が、熱心に、他都市の状況把握などを進
めて下さり、取り組みに向けたフレームづくりは、比
較的順調に進んだものと思われる。

（2）具体的な事業実施に向けた課題認識
まず、川崎市医師会との協議を通じて、多職種連携

の重要性を再確認し、平成25年度には、多職種連携
の強化、在宅療養患者に対する一体的な支援体制の
構築に向けて協議を進め、多職種間で顔の見える関係
の構築を図るため、「川崎市在宅療養推進協議会（以
下、「協議会」という。）」の立ち上げを行うこととなっ
た。既存の「在宅ケアを支える地域連携推進会議」を
ベースに、他の関係職能団体に声掛けを行い、当初は、
医師会、歯科医師会、薬剤師会、看護協会、介護支
援専門員連絡会、医療社会事業協会、地域包括支援
センターの７つの関係団体で会議を立ち上げた。さら
に、平成27年度からは、病診連携を進めるために病院
協会、一体的なリハビリテーションの推進に向けて理
学療法士会にも参画いただき、現在、９つの団体で
検討を進めている。

当初は、時間もない中で、走りながら検討が進めら
れたが、その後の協議会の検討において、川崎市にお
ける課題認識と取り組みの方向性を次の３つに整理し
た。

まず、１つは、わが国の診療所においては、大部分
が医師一人で開業しており、24時間365日の対応を一
人で行うことには限界があり、かかりつけ医を中心に、
訪問診療や往診に取り組みやすい環境づくりに取り組
むことが必要と考えた。

2つ目は、医療と介護の連携をよりスムーズに行え
るような仕組みづくりが必要と考えた。

上記の２点は、サービス供給側の取り組みであるが、
3つ目は、サービスを受ける側、つまり市民への在宅
医療や在宅ケアへの理解の更なる浸透を図り、最期を
迎える際の1つの選択肢として考えることにつなげら
れるよう普及を図ることが必要と考えた。今後の取り
組みの推進に向けては、この3つの課題認識を基本と
して推進している。

4　在宅医療推進に向けた具体的な取り組み

具体的な取り組みの方向性としては、前述の課題認
識に基づき、①24時間365日の医療推進に向けた仕組
みづくり、②医療と介護の連携に向けた仕組みづくり、
③在宅医療・ケアに関する市民啓発の３つである。以
下では、これらの方向性ごとに取り組みを紹介したい。

（1）�24時間365日の在宅医療推進に向けた仕組みづくり
まず、当初より協議会とともに中心的に取り組んで
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きた「在宅チーム医療を担う地域リーダー研修」を年
1回開催している。

この研修では、協議会に参画する医師会をはじめと
した関係職能団体から受講者を募り、多職種でテーブ
ルを囲み、座学とともに、7区に分かれてグループワー
クを行うもので、今後、在宅医療が定着する中で、中
心的な疾患と考えられるがんの末期に対する緩和ケア
と、認知症をテーマに実施することを基本としている。
各区の関係職種がテーマに応じて話し合いをすること
により、多職種の顔の見える関係づくりが進むことを
目指すとともに、医師が、在宅医療を進めるに当たって、
24時間365日を一人で対応するのではなく、心強い多
職種と連携しながら、対応していくということを体感
していただくことも目指している。

図2　グループワークの風景

もう一つの取り組みとしては、7区に推進役となる
「在宅療養調整医師」を川崎市医師会が配置している。
この在宅療養調整医師の役割としては、①多職種への
医療的な助言、②医療資源等の把握、開業医のネット
ワークづくりの推進、③退院調整支援等を行うことと
している。

（2）医療と介護の連携に向けた仕組みづくり
医療と介護の連携に向けては、円滑な連携を図るた

めのツールづくり、コーディネート機能のあり方の検
討などが必要と考えられる。

まず、前述の協議会における課題の抽出や取り組み
の方向性の検討などを進めている。また、協議会には、
更に、個別のテーマの検討を深めるために、「市民啓
発ワーキンググループ」、「症例検討ワーキンググルー
プ」を設置している。

次に、医療・介護連携のツールとして、1つは、地
域包括支援センターなどの相談機関向けに、在宅医な
どの医療資源をまとめた「在宅医療資源ガイドブック」

を作成し、在宅療養に関する相談に円滑に対応してい
ただくとともに、多職種間の情報共有を図るため、在
宅療養者宅に置いて、多職種間や家族との情報共有に
つなげる「在宅療養連携ノート」を作成し、普及に努
めている。

次に、「在宅医療サポートセンター」として、在宅
療養調整医師とともに、①多職種への医療的助言、②
医療資源等の把握、③市民啓発、④退院調整支援等
を行うため、川崎市看護協会に看護職のコーディネー
ターを配置し、取り組みを推進している。

さらに、前述の症例検討ワーキングでは、多職種間
での実際の症例検討を通じて、退院などの在宅療養開
始時からその後の療養を継続する中での節目となるタ
イミングにフォーカスして、円滑な多職種連携を進め
るための視点の整理に取り組んでいる。

図3　在宅生活の課題と医療提供の流れ（イメージ）
昨年11月からはじめたところであるが、医療・介護

の現場において、円滑な情報共有が進み、在宅で療
養されている方々のQOLの向上が図られることを目指
し、委員の皆さんに、活発なご議論をいただいている。
今後、マニュアルのような形での取りまとめをめざし
ているところである。こうした取り組みが一過性のも
のとならず、真に、現場において、絶えずPDCAサイ
クルにより再確認され、市民の在宅療養の際のQOL
の向上につながっていくことを切に願っている。

図4　症例検討を通じた多職種連携のルールづくり
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（3）在宅医療・ケアに関する市民啓発
市民啓発に向けては、推進の基本的な考え方として、

まず、①シンポジウムの開催やリーフレットの配布を
行い、それに留まらず、②小地域で理解が浸透してい
くように、出前講座に力を入れている。出前講座の実
施にあたっては、前述の「市民啓発ワーキンググルー
プ」を設置し、伝えるべき内容について話し合い、コー
ディネート機能を持った「在宅医療サポートセンター」
を中心に推進している。こうしたきっかけを通じて、
③家族やまわりの人同士での対話の機会の創出を促す
ことを目指している。こうした対話を通じて、自分の
住んでいる地域が住み続けられる地域になっているか
を考えるきっかけとしていただき、活動につながった
際などの情報を、在宅医療情報誌「あんしん」（年2
回発刊）等を通じて、市民に広く提供していくことを
目指している。

図5　市民啓発の取り組みの考え方

（4）在宅医療推進に向けた各区の取り組み
本市全域の取り組みとしては、（1）～（3）に述べたが、

人口が140万人を超える川崎市においては、市全域の
取り組みだけでは、十分に浸透しづらい面もあり、全
市の課題認識について、各区においても、在宅療養調
整医師が真に推進役となりながら、多職種で取り組み
が進められている。

具体的には、各区での多職種間での課題整理や、
研修会等のいわゆる「顔の見える関係づくり」を進め
るための取り組みを基本としながら、市民への講演会
の開催、地域ケア連絡会議への情報提供などが行わ
れている。

5　おわりに

在宅医療の推進に向けては、市全域の取り組みと、
各区の取り組みが連携を図りながら、疾病を伴っても

自宅等の住み慣れた生活の場で療養し、QOLが確保
された自分らしい生活を続けられるように、地域にお
ける医療・看護・介護が連携した、包括的かつ継続的
な在宅医療・ケアの提供を図ることを目指している。

さらに、取り組みの推進にあたっては、実際に、日
ごろから、在宅療養の現場で、市民のケアにあたって
いる医療・介護従事者の皆様が、円滑に対応できるよ
うに、現場の課題解決に向けた取り組みを着実に進め
るため、基礎自治体として環境整備を進めていくこと
が重要と考える。

こうした取り組みを通じて、医療と介護の連携によ
る在宅医療を推進し、川崎市における地域包括ケアシ
ステム構築の一助となり、市民の安全・安心を多様な
主体の皆様と連携を図りながら、超高齢社会に対応し、
地域性にあったシステムとして育んでいきたいと考え
る。

図6　川崎市における在宅医療・ケアシステムのイメージ
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本市の政策展開から

総合企画局自治推進部　�陣内　翔

「プロボノ」を活用した新しい地域
の仕組みづくり

1　「プロボノ」とは

皆さんは「プロボノ」と言う言葉を聞いたことがあ
るだろうか。平成27（2015）年4月に自治推進部へ異
動してくるまで、その言葉を聞いたことがなかったし、
ましてやその言葉の意味さえ全く知らなかった。しか
し、家族や友人に「プロボノ」という言葉や意味につ
いて知っているか聞くと、「知らない、分からない」と
答える人の方がほとんどで、まだ「プロボノ」という
言葉が世間で浸透されていないことが分かった。そこ
で、まずは「プロボノ」について簡単に説明したい。
「プロボノ」とは、「公共善のために」を意味するラ

テン語「Pro Bono Publico」を語源とする言葉で、「社
会的・公共的な目的のために、職務上のスキルや専門
的知識を生かしたボランティア活動」を意味する。近
年、日本国内でもプロボノに対する社会的関心が急速
に高まりを見せており、新しい社会貢献のあり方とし
て注目を集めている（特定非営利活動法人サービス
グラントホームページ（http://www.servicegrant.
or.jp/）より）。

2　「プロボノ」事業の実施

（1）� 事業実施に至るまでの背景
川崎市では、平成16（2004）年に制定した川崎市自

治基本条例に基づき、参加と協働により、市民や団体、
企業などと連携して地域課題に取り組む市民自治のま
ちづくりを推進してきた。しかし、近年において少子
高齢化、人間関係の希薄化などを背景に地域課題がま
すます複雑化している。また、地域における活動の担
い手も町内会・自治会をはじめ、NPO法人や市民活
動団体などそれぞれの特色をいかした地域活動が行わ
れている。こうした多様化・複雑化する地域課題に様々
な主体が協働・連携して対応していくことが求められ
ているなか、これまでの取組では、行政の呼びかけに
呼応して参加する市民や団体が固定されがちで、地域
への関心が薄い市民の参加や、関心はあるが地域とつ
ながりのない市民と地域活動団体のつながりづくりが
難しい状況となっており、市民に対する地域貢献や活
動への参加のハードルを下げ、「きっかけ」を提供す
る新しい取組が必要となっていた。

（2）�「プロボノセミナー」の開催
そこで、その「きっかけ」を提供する新しい取組と
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して、社会人等が仕事で培った経験やスキルを生かす
ボランティア活動「プロボノ」という新たな社会貢献
のあり方を紹介する「プロボノセミナー」を、平成27

（2015）年3月に本市で初めて開催した。セミナーでは、
日本のプロボノの先駆けとなる「特定非営利活動法人
サービスグラント」を設立した嵯峨生馬代表理事を講
師に呼び、「プロボノって何？」「他のボランティアと
どう違うの？」などの疑問に答えながら、プロボノの
基礎を事例やエピソードを交え分かりやすく説明して
いただいた。また、実際にプロボノに参加した社会人
の方と、支援を受けた神奈川県内のNPOの方にも登
壇してもらい、「どんな人がプロボノをしているの？」

「仕事と両立できるの？」「支援を受けた団体は本当に
ハッピー？」などの疑問を事例紹介しながら説明して
いただいた。

「プロボノセミナー」チラシ

プロボノセミナーの様子

（3）�「プロボノサマーチャレンジKAWASAKI�2015」
の概要

「プロボノセミナー」の開催後、川崎市初のプロボ
ノ事業として夏の約1カ月間で参加できる「プロボノ
サマーチャレンジKAWASAKI 2015」を人材マッチ
ングのモデル事業として実施した。事業実施の目的は、

元気で経験と知識が豊富なシニア世代や、企業等で
活躍している現役の社会人に、その知識や経験、専門
的技能を生かして地域の課題解決の取組に参加してい
ただくとともに、地域課題の解決を行っている多様な
主体（NPO法人、市民活動団体、地縁団体等）が抱
える課題に対する支援を行い、市民が主体的に活動す
る新しい地域の仕組みづくりを進めることである。5
月下旬から6月上旬に市内6カ所で事業の説明会を行
うと、プロボノに興味のある個人の方100名程度、支
援を受けたいと思っている活動団体の方15団体（40
名程度）に参加していただいた。最終的に46名の参加
者（プロボノワーカー）と11の活動団体が今回のサマー
チャレンジに参加いただくことになり、支援先の団体
ごとにチーム（1チーム5人程度）を編成し、チーム
ごとに団体の課題を解決する形となった。参加者（プ
ロボノワーカー）の方々は、現役で働く企業人や個人
事業主、シニア世代の方など、また年代も20代から
70代まで幅広く参加いただき、また、支援先団体につ
いても、文化・芸術や子育て、地域交通、福祉、環
境など、幅広い活動団体に参加いただいた。支援先
団体の課題については事前にヒアリングを行い、団
体の課題整理やホームページの構築、会計処理方法、
Facebookの活用法等について支援することとなった。

「プロボノサマーチャレンジKAWASAKI 2015」チラシ
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容内援支名体団先援支別種

プッョシクーワ理整題課KAWASAKIアーツ人法OPN

その他

プッョシクーワ理整題課ずっきんとまま人法OPN

プッョシクーワ理整題課生人なめま人法OPN

任意団体

任意団体

任意団体

談相計会会士祉福護介崎川人法OPN

門入用活ルーツドウラクんきし民市きさわか人法団財般一

NPO法人

NPO法人

Facebookページ立ち上げ＆活用法

スペース活用ワークショップ

クラウドファンディングに挑戦！

Jimdo/WIX ホームページ構築

ホームページ改善提案「映像のまち・かわさき」推進フォーラム

ニューズレター制作白幡台地区コミュニティ交通協議会

かわさきキネマサークル

学童ホール支援グループ

クリーン（Cleeeeen)

ワーカーズ・コレクティブ キャンディ

支援先団体及び支援内容一覧

（4）�「プロボノサマーチャレンジKAWASAKI」の流
れ

プロボノワーカーのチームを編成した後、プロボノ
チームの初顔合わせの場として、また、支援先団体の
事前情報などを確認する場として、7月中旬に事前オ
リエンテーションを実施した。事前オリエンテーショ
ンの直後、早速支援先団体の現場へ見学に行くチーム
もあり、参加者（プロボノワーカー）の意識の高さに
驚嘆した。

事前オリエンテーションの数週間後、プロボノワー
カーと支援先団体の初顔合わせの場となるキックオフ
ミーティングを8月上旬に開催した。団体の活動に対
する理解を深め、支援先がプロボノチームに対して期
待していること、支援先の課題・ニーズ等を正確に把
握し、目標とする成果物に向けた作業の進め方、規模
等について提案し、支援先団体の合意を得た。

キックオフミーティングを機に、参加者（プロボノ
ワーカー）の約1カ月の作業が始まった。空き時間を
利用し、キックオフミーティングの内容を踏まえて、
目標とする成果物に向けて、団体関係者へのヒアリン
グ、オンライン調査、チームミーティング等を行った。

そして、約1カ月間のプロボノワークを終え、プロ
ボノサマーチャレンジの集大成の場となる成果提案会
を9月上旬に開催し、作業を通じて収集した情報や、
検討した成果物を支援先団体に提案し、支援先団体か
らフィードバックを得た。

3　他都市の取り組みとの違い～川崎市の独自性～

（1）� 他都市の取り組み
平成27（2015）年8月に奈良で行われた自治体学会

に参加し、そこで3府市（大阪市、生駒市、京都府）
のプロボノの事例発表を聞いてきたので、簡単に紹介
する。

大阪市では、「大阪ホームタウンプロボノ」と称し、
地域コミュニティ組織（町内会・自治会、地域活動協
議会等）の課題解決をサポートするプログラムを平成
24年（2012）年より実施している。参加者（プロボノ
ワーカー）は1チームあたり5名程度、プロジェクトの
期間は6カ月以内を目安とし、地域活動の情報発信支
援や事業計画の立案・ブラッシュアップ、地域イベン
トの活性化・運営改善支援等を行っている。現在まで
に大阪市内の20地域以上でプロボノチームが参加し、
地域コミュニティづくりの成果を生み出している。

生駒市では、1日で参加できるプロボノの取り組み
「プロボノマラソン」を平成26（2014）年9月に実施し
た。生駒市在住、在勤の社会人の方を中心に1日で参
加できるプロボノワークを通じて、生駒市内で活動す
る地域団体・NPO法人をサポートした。チラシ制作
やFacebookページ立ち上げ・活用法、課題整理等の
13のメニューを用意し、支援先は13団体集まった。ま
た、1日でプロボノを体験できることで、初めての人
にも気軽さを打ち出すことができ、従来のボランティ
ア活動では参加しづらい20代、30代のワーカーが参
加した。

京都府では、「京都プロボノプログラム」が平成26
（2014）年11月にスタートした。この取り組みの特徴と
して、府内にある6つの中間支援組織がコーディネー
ターとして団体とプロボノワーカーをマッチングして
いる。また、プロボノワーカーは1チームあたり2～3
人で活動し、活動期間は2カ月以内、団体への訪問回
数も3回までと決めている。更に、1回の訪問につき
5千円をプロボノワーカーに支給している（府負担、
交通費別途）。初年度の26年度は、3カ月で56人のワーキックオフミーティングの様子
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カーが参加し、9つの団体を支援した。

（2）�川崎市のプロボノ事業の独自性
前述の3府市と川崎市のプロボノ事業の違いとして

まず挙げられるのが「実施期間」である。通常のプロ
ボノプログラムでは、大阪市の6カ月間のプログラム
や生駒市のように1日で完結するプログラムが主流で
あるが、川崎市では実施期間を1カ月に設定し、プロ
ボノに参加したことがない人、プロボノによる支援を
受けたことがない団体等に配慮し、初めての人でもあ
まり大きな負担がなく、数多くの個人、団体が参加し
やすいプログラムにした。また、1日で完結するプロ
グラムよりも具体的な成果を提供できる形にした。

もう一つ違いとして挙げられるのが、文化・芸術的
要素を盛り込んだ「フォーラム」の開催である。プロ
ボノサマーチャレンジの成果提案会とは別に、川崎市
のプロボノの取り組みについて広く市民の方と共有し、
地域活動や市民活動への関心、プロボノへの関心など
を高めることを目的として、プロボノサマーチャレン
ジの成果や次年度の事業等について、「プロボノ文化
祭KAWASAKI」と題し、朗読劇やトークライブ、制
作展などを盛り込んだフォーラムを平成28（2016）年2
月に実施した。事例発表を行うフォーラム自体は3府
市でも実施していると思うが、朗読劇やトークライブ、
制作展を盛り込んだ文化・芸術的なフォーラムは他に
はなく、約70名の方に集まっていただいた。

「プロボノ文化祭KAWASAKI」チラシ

4　自治体職員がプロボノに参加する意義

今回の「プロボノサマーチャレンジ」では、参加者（プ
ロボノワーカー）は会社員の方が約半数、個人事業主
や任意団体・NPO法人の方がそれぞれ約1割を占め
る中、自治体職員の方もごく僅か参加していたが、自
治体職員としてプロボノに実際参加する意義を考えて
みた。自治体職員はより市民と近い立場で、市民目線
で考える、とは言うが、実際のところ都市部や広域自
治体の職員など、組織が大きくなればなるほど現場と
の距離が広がり、業務で市民と関わらない部署も数多
くある。そのため、実際働いていても、「本当に市民の
ために役に立っているのか？」という疑念を持ち、「ど
うせやっても」のような無力感に陥ることがあるかも
しれない。したがって、このようなプロボノの取り組
みに個人としてまず期間限定でも参加してみることで、
市民活動の現場や、そこにいる人たちの思いを知るこ
とができ、さらにその支援先に対し、自治体職員とし
ての知識、経験や持っているスキルをいかして貢献す
ることで、自分が役に立っていると実感できるかもし
れない。また、自治体職員としての枠を超え、一社会
人として異業種の方と共に同じ課題に立ち向かうこと
により、異業種の方との交流だけでなく、自分が持っ
ていない知識を得られるのではないかと感じた。この
ように、プロボノに参加することにより、市民と真摯
に向き合い、良い関係が構築できるとともに、自治体
職員としての能力向上にもつながる可能性があるので
はないかと思った。

自分自身今回この事業に携わり、事業開始当初はプ
ロボノワーカーとして参加する方たちは仕事で培った
能力や経験がある方たちのため、社会人経験がまだ浅
い自分がもし参加しても何も役に立てないのでは、と
感じたが、一人の能力だけではなく、チームで協力し
ながら課題に取り組んでいくので、もし自分が参加し
ても何かしらの貢献が出来るのでは、と感じた。また、
異業種の方と交流し同じ課題に立ち向かっていくこと
により、仕事における知識やスキル等様々なことを学
び、それを日頃の業務にいかしていけるのではないか
と実際に感じ、プロボノの取り組みに参加できる機会
があれば参加してみたいと思った。
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5　今回の事業の成果と今後の取り組みについて

今回のプロボノ事業では、当初メインターゲットと
していたシニア世代だけではなく、社会人数年目の方
や中堅の方、子育てしながら働く母親など、また職業
も、会社員や公務員のほか、映像や会計の専門家の方
など、30代～50代を中心に幅広い世代の参加を得る
ことができた。地域団体で活動されている方が、支援
される側ではなく支援する側として他の団体の活動改
善に向けた提案に参加する事例もあるなど、「市民が
市民を支える」ことで、その先にいるサービスの受け
手である市民も含め、地域全体の暮らしやすさを向上
させる新しい地域貢献の取組を具現化することができ
た。参加者からも、地域に対する新たな気付きや異業
種・異世代交流による視野の広がり等、前向きな評価
を得ることができた。

次年度以降は、このような地域の人的資源を掘り起
こして団体支援へとつなげていく取組について、地域
の中間支援団体が主体的に行えるよう事業展開を進め
ていく予定である。特に、今回の事業を実施して感じ
たことは、人材と団体をマッチングする業務や、作業
中のプロボノチームを逐一フォローする業務について、
非常に重要で、丁寧に行うことが大切であると感じた
ので、このような業務のノウハウを地域の中間支援組
織が修得することにより、地域貢献の機会が広がり、
市民がいきいきと暮らせるまちづくりができるのでは
と感じる。
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本市の政策展開から

経済労働局企画課�行政実務研修員〔川崎信用金庫�業務部�調査役〕��朝井　亮介

知的財産を活用した川崎モデルに
よる中小企業支援

1　はじめに

大企業が保有する開放特許を川崎市内の中小企業
に移転し、中小企業の新事業創出に繋げていく知的財
産ビジネスマッチング支援の取り組みが近年、「川崎
モデル」として注目を集めている。

平成27（2015）年6月、内閣府に設置されている
知的財産戦略本部が「知的財産推進計画2015」を決
定した。同計画では安倍政権が掲げる地方創生を後押
しするため、「地方における知財活用の推進」を3本
柱のひとつとし、大企業などが持つ特許を地方の中小
企業が活用できるように各地で専門家の助言体制を整
備することとした。

川崎市と公益財団法人 川崎市産業振興財団（以下
「財団」という。）は大企業が所有する特許等の知的財
産を活用し、中小企業が自社製品開発や新規事業に取
り組む「知的財産交流事業」を全国に先駆けて行って
おり、上記計画内でも紹介されている。

筆者は現在、行政実務研修員として川崎信用金庫
より経済労働局企画課に出向し、この川崎モデルを学
んでいる。地域密着型金融を推進するうえで、行政と
の連携は不可欠である。金融機関と連携した川崎モデ
ルの展開については後述する。

2　川崎市知的財産交流事業について

（1）事業の概要：知的財産交流事業は、大企業等の
開放可能な特許を活用し、市内の中小企業が新製品開
発、新事業創出を行う為のサポートをする事業で、「川
崎発のオープン・イノベーション」と言える。

平成19（2007）年に川崎市のモデル事業としてス
タートし、翌年より重点事業とされた。

これまで参加している大企業は味の素、出光興産、
イトーキ、ＮＥＣ、ＮＨＫエンジニアリングシステム、
ＮＴＴ、キヤノン、京セラコミュニケーションシステム、
シャープ、ソシオネクスト、中国電力、東芝、日産自
動車、日本ハム、パイオニア、日立製作所、富士ゼロッ
クス、ミツトヨであり、加えて国立研究開発法人 新エ
ネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）や、明
治大学も参加している。ライセンス契約等の成約実績

図　川崎市知的財産交流事業のスキーム
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は21件、そのうち14件が製品化に至っている（平成
28（2016）年1月現在）。提供シーズの充実を図る為に、
大企業の新規開拓活動にも注力している。
（2）事業の背景：川崎市はものづくりの集積地である、
京浜工業地帯の中核として日本経済を支えてきた工業
都市である。大企業等の主要拠点も多数立地しており、
その大企業等を支える、高い技術力を持つ中小企業も
数多く存立している。

しかし、全国における傾向と同じく、川崎市におい
ても、以前は生産拠点を市内に置いていた大企業が国
際競争の激化等で生産拠点を地方や海外に移転する
という産業の空洞化は避けられず、市内の拠点を知識
集約型、高付加価値型の産業形態へ転換させてきた。

川崎市としては殿町国際戦略拠点として「キングス
カイフロント」を、産学官協同で研究開発型の企業を
誘致するべく「新川崎・創造のもり」を立ち上げ、進
出地の整備を行ってきた。

その結果、現在では380ヵ所を超える民間企業・大
学・公益法人等の研究開発拠点が集積する屈指の研
究開発都市となっている。

反面、市内生産拠点の海外流出に加えて、リーマン
ショックなどの外的要因が重なったこともあり、平成
17（2005）年には1,838を数えた従業員4名以上の製造
業の事業所数が、平成26（2014）年には1,244事業所
にまで減少した。こうした研究機関の集積化と事業所
数減少に対する危機感を背景として、平成19年（2007）
年に、市内産業の活性化と国際競争力の強化および、
大企業・大学・研究機関等と中小企業双方向のネット
ワーク構築のため、全国初となる「知的財産交流事業」
が生まれた。
H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26
1,839 1,700 1,734 1,753 1,539 1,452 1,469 1,408 1,309 1,244

表1 川崎市内　従業員4名以上の製造業事業所数推移出典：
川崎市工業統計調査結果（速報）

市内の製造業の中小企業は約6割が加工組立型の
いわゆる下請型企業であり、「親企業からコストダウン
を求められ続けている」、「利益率が低い」といった厳
しい経営環境の中にある。知的財産交流事業はそのよ
うな環境を打破すべく、脱下請け、価格決定権の獲得
を目指して自社製品開発にチャレンジする中小企業を
サポートする事業である。
（3）事業の特徴：本事業の主な特徴として、以下の3
点が挙げられる。
①目的は場の提供や契約締結ではない

｢ライセンス契約はゴールでなくスタート」を合言葉
に交流の場の提供にとどまらず、大企業とのライセン
ス契約交渉、製品開発、資金獲得、商品化、広報発表、
販売促進まで一貫した伴走型のハンズオンサポートを
行う。契約締結が目的ではなく、あくまで中小企業の
業績向上、経営安定を目指し支援を継続している。
②顔の見える関係を重視

川崎市や財団の職員、知的財産コーディネータ等に
よる中小企業への訪問を活動の中心に置き、信頼関係
を構築している。
③大企業による協力

中小企業が活用可能な特許シーズを大企業が選定・
ライセンスし、図面提供・技術指導等のノウハウ提供
を行う。大企業からの協力により知的財産活用にチャ
レンジする中小企業に安心感が醸成されている。

3　大企業の知的財産を活用する魅力

知的財産交流事業に参加する中小企業にとってのメ
リットは何であろうか。主なものは以下の4つである。
（1）自社ブランドの製品の開発に有効：大企業の特許
は自社製品開発の為のアイデアの宝庫であり、製品ア
イデアの発掘に有効となる。
（2）不足する技術を速やかに入手できる：一般的に中
小企業は経営資源が不足しがちである。全てを自前で
技術開発しなくても、速やか、安価、低リスクで不足
する技術を入手できる。
（3）開発した製品が特許権で守られる：特許権のライ
センスを受けて製品開発を行うことで、製品が“特許
権”で守られるため、模倣品を排除し独占的なビジネ
スが可能となり、競合との差別化にも繋がる。
（4）大企業からの協力とブランド力：企業からのライ
センス、ノウハウ提供に加え工場見学、サンプル提供、
性能評価、販路開拓、製品購入等の幅広い協力がある。
また、大企業の信用やブランドで不足する自社の知名
度を補うことができる。

4　大企業にとっての「知的財産交流事業」

一方、知的財産シーズを提供する大企業側のメリッ
トは何であろうか。収入面では、ライセンスによる契
約一時金や製品売上に連動するロイヤリティ収入があ
る。しかしながら、大企業の事業規模から勘案すると
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中小企業からの収入は短期的な高収益に繋がりにくい
のも事実である。

知的財産交流事業参加には大企業にとって収益面
以外で2つのメリットが存在する。
（1）企業のＣＳＲ活動：企業にとってＣＳＲ（社会的
責任）は法令順守や慈善活動にとどまらず、取り組み
が市場で評価されることによって、競争力の源泉とな
り得るものである。大企業による本事業参加は、この
観点で地域・社会に貢献できる取り組みといえる。

（2）研究者のモチベーション向上：特許庁の「平成
26年知的財産活動調査　結果の概要」によると平成
25年度の国内の特許権利所有件数は約157万件で、
利用率は52％となっており、残りは未利用特許という
ことになる。企業規模が大きいほど自社実施率は低い
水準にあると言われている。世界規模での競争激化に
より、製品ライフサイクルと研究開発サイクルが加速
する中、自社製品のために開発した特許技術が未使用
となる、または放棄に至るケースは少なくない。

研究者にとって、未利用である特許を他社で有効に
活用した結果、自身の研究成果が商品化されて市場
に出回る喜びは格別のものであると思われる。その喜
びが研究者の開発のエネルギーの源になれば、企業に
とっても大きなメリットとなる。

表2 国内特許権所有件数の推移 平成26（2014）年
知的財産活動調査結果の概要　出典：特許庁

5　どの様な中小企業が活用しているか

非公開を除く成約企業18社を見ると、電子部品の
検査装置メーカーから畜産資材商社や建築養生資材
加工販売業者まで幅広い業種、業態の中小企業がある。
また従業員規模でみると30名以上の企業、10名以下
の企業がそれぞれ各8社（最大で94人、最少は3名）
ある。つまり業種・業態・企業規模に関わりなく知的
財産マッチングは可能であることが分かる。

なお、開放特許等の技術シーズとして中小企業が好
むものは、以下の4つである
（1）大企業での活用実績があるもの
（2）既存製品の付加価値が上がるもの
（3）新製品や新市場がイメージできるもの

（4）大きな設備投資が伴わないもの

6　大企業と中小企業とのマッチングの機会

知的財産交流事業における大企業と中小企業との
マッチングの方法は3通りある。
（1）オープン型交流会：広く参加者を募って開催する
マッチングイベント。事業広報としての狙いが強い。
（2）クローズド型交流会：特定の工業会、金融機関、
業界団体の会や取引先中小企業を対象としたマッチン
グイベント。参加者を限定し、マッチング確率が高ま
るように工夫。
（3）出張プレゼンテーション型：中小企業と大企業を
1対1で個別にコーディネート。中小企業の事業所を大
企業の技術者が訪問（逆の場合もある）。

写真1　オープン型の知的財産交流会の様子

この中で成約率は「出張プレゼンテーション」型が
一番高い。一般に知的財産マッチングの方法は大企業
の提供する「知的財産シーズ」に対し中小企業の「技
術ニーズ」を組み合わせるものだが、この方法は非常
に難しい。何故なら中小企業の技術ニーズは経営者自
身も完全に把握できておらず漠然としていることが多
いからである。

そこで川崎市ではコーディネータ等が中小企業の持
つ「強み」を基に大企業の知的財産シーズを利用可能
な中小企業を想定し、訪問・提案するスタイルを多用
している。つまり大企業の「シーズ」に中小企業の「強
み」を組み合わせるのである。その結果、「出張プレ
ゼンテーション型」の成約率が高くなっている。この
スタイルは永年の中小企業への訪問活動に伴う情報の
蓄積に裏付けされたものである。

7　「出張キャラバン隊」と「川崎モデル」

中小企業への訪問活動について補足をすると川崎市
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では約10年前から職員、コーディネータ等でチームを
作り「出張キャラバン隊」として中小企業に訪問し、
経営課題の解決に向けた支援を行なっている。

中小企業に対し「きめ細かく」、「一貫した」支援を
行っており、顔の見える関係を構築している。こうし
た活動が「中小企業の情報の蓄積」に繋がっており、

「知的財産交流事業」とともに中小企業支援活動の柱
となっている。

川崎市の中小企業支援活動は「密着」、「おせっかい」
をキーワードに徹底した現場主義を掲げ、市内中小企
業からの信頼に繋げている。川崎モデルの真髄である。

8　地域金融機関との連携

川崎市は地域経済の活性化および持続的発展に向
けて連携・協力を推進する為に、平成26（2014）年3
月に川崎信用金庫（以下「同金庫」という。）との包
括連携協定を締結した。もちろん、協定締結以前より
様々な分野において協力体制を取って来たが、地域経
済の活性化や人材育成、環境保全等について双方の
取り組みの方向性が一致したことから、より強固な関
係を築くためである。
「出張キャラバン隊」や「知的財産交流会」など、

川崎モデルとの連携効果は着実に表れてきているが、
そのベースとなるのは人材育成である。

連携強化の一環として、川崎市に1名、財団に1名、
同金庫若手職員を出向者として受け入れ（任期2年）、
人的な交流を行うほか、各支店単位で川崎モデルの勉
強会を行なっている。

大正13（1924）年の川崎市市制および大正12（1923）
年の同金庫の創立より90年を迎えている。長年の地域
密着体制によって築かれた金融機関を巻き込み、同金
庫ならではのネットワークと本市の支援メニューを掛
け合わせることで、市内の中小企業支援を加速させて
いく。

写真2
協定締結の様子

9　おわりに：知的財産交流事業の全国展開

川崎市は経済産業省が新たに制定した平成27年度
中小企業知的財産活動支援事業費補助金（地域中小
企業知的財産支援力強化事業）の採択を受けたことを
機に、知的財産交流事業の全国展開をスタートした。

書籍や新聞等、メディアに取り上げられる機会も増
え、本市には全国より多くの自治体が視察に来訪する
ようになっている。その中から具体的には宮崎県、福岡
県、栃木県、静岡県富士宮市、長野県岡谷市、新潟県
柏崎市などと連携し、自治体や支援機関、金融機関職
員向けの勉強会および知的財産交流会を開催している。

知的財産交流事業は、中小企業と大企業の双方が
「Win–Win」の関係を築くものであり、地域企業の発
展と地域産業の活性化に繋がるものである。同事業
を広域に展開し、全国の大企業と中小企業とのネット
ワークを広げ、その事業手法・ノウハウを全国に移転す
ることで、川崎市とともに地方の中小企業やものづくり
産業の活性化、ひいては「地方創生」に繋げていきたい。

最後に、川崎モデルの象徴とも言えるトピックスに
触れておきたい。

平成27（2015）年11月に日本弁理士会主催の「第2
回知的財産活用表彰」において、川崎市、川崎市産業
振興財団、川崎信用金庫の3者連名で「知的財産活用
支援大賞」を受賞した。

同賞は営業秘密保護やブランドを活用して、知的資
産経営に積極的に取り組む中小企業、それらを支援す
る金融機関やシステムツールの開発者や販売者などの
サービス支援企業を表彰するもので、平成26年度に
創設された。

川崎モデルの取り組み成果、実績等が評価された結
果であるが、受賞に甘んじることなく更なる連携強化
を図り、三位一体で川崎市を盛り上げる活動を続けて
いく。

写真3　表彰式の様子
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本市の政策展開から

建設緑政局等々力緑地再編整備室　担当係長　�藤井　義章

〜等々力陸上競技場メインスタンド整備〜
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川崎の魅力を発信するスタジアム

1　はじめに

等々力陸上競技場が位置する等々力緑地は、川崎市
のほぼ中心に位置し、多数の運動施設や市民ミュージ
アムなどの文化施設を有する川崎市を代表する総合公
園である。

等々力緑地はスポーツやレクリエーションの場、憩
いの場として多くの市民に親しまれているが、多くの
施設が昭和40年代に整備されており、施設の老朽化
が課題となっていることや、再開発事業等が進む小杉
駅周辺の整備と連携したまちづくりの取り組みを進め
て行く必要があることから「等々力緑地再編整備実施
計画（平成27年3月）」を策定し、緑地の再編整備を

進めている。
等々力陸上競技場は陸上やサッカーの各種市民大

会が開催されるほか、川崎フロンターレのホームゲー
ムやゴールデングランプリ陸上が開催されるなど川崎
市を代表するスポーツ施設であるが、メインスタンド
の客席に屋根が無いことや施設の老朽化などが課題と
なっていた。そのため、再編整備実施計画において、
陸上競技場は「陸上の大会やJリーグの試合などの競
技や観戦が円滑かつ安全に行える」よう整備を行うこ
ととしており、第1期整備としてメインスタンドの改築
工事を行うこととした。

2　メインスタンド改築工事

（1）設計・施工一括発注
メインスタンド改築工事は、工事期間中も陸上の競

技会やJリーグ等のサッカーを開催することが条件と
なっていた。そのため、工事期間中の利用者動線の確
保や設備等の切り回しなどが重要であるとともに、大
屋根やスタンド整備においては高度な建築技術が求め
られることから、民間企業の技術力・調整力を最大限
に活用するため、設計と施工を一括で進めることとし
た。旧メインスタンド
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（2）関係者との調整
等々力陸上競技場は、第1種公認の陸上競技場であ

るとともに、川崎フロンターレのホームスタジアムで
あることから、それらの基準に適応した施設整備が必
要となる。そのため、各競技団体に大会や試合運営の
観点からの意見を聞きくとともに、他都市の競技場な
どを参考にしながら整備内容を決めていく作業を行っ
た。

また、計画にもあるとおり「競技や観戦が円滑かつ
安全に行える」競技場にするため、競技団体だけでな
く、観戦側である来場者にヒアリングを行い、そのニー
ズや課題を把握する作業も行った。

（3）川崎を盛り上げるために
来場者の意見として多かったのは、座席やトイレな

ど、施設の快適性に関するものが多く、施設の整備内
容を検討する際に大いに参考となった。

また、併せて「陸上やサッカーの関係者、ファン、
サポーターだけでなく、川崎市民が『このスタジアム
が出来て良かった』と言えるものにして欲しい。川崎
を盛り上げるスタジアムにして欲しい。」という意見も
数多くいただいた。

各競技団体に意見を聞いて整備を行えば、それなり
に使い勝手のいい陸上競技場はできるであろう。しか
し、陸上競技場を整備することで、地域にどういった
効果をもたらすことができるのか、川崎をどう盛り上
げていけるのか、ということは非常に難しい課題であっ
た。

（4）「スタジアムの魅力」と「川崎市の魅力」
等々力陸上競技場はJリーグの試合の際には、2万

人を超える観客が来場する施設であるが、それでも陸

上競技場に来場したことが無いという市民の方々は多
いであろう。まずは、多くの市民の方々が「行ってみ
たい」と思えるような陸上競技場にする必要がある。
そのためには安全、安心で快適な施設であることが重
要であり、アンケートの結果も踏まえ、特徴のある座
席の設置等によりスタジアムの魅力を高めていく取り
組みが必要であると考えた。

また、等々力陸上競技場でJリーグや陸上の国際大
会が開催される場合、来場者には他都市から来られる
方も数多くいる。特にJリーグでは、対戦相手となる
アウェイチームのサポーターが数多く来場するが、そ
のほとんどが川崎市に来るのは等々力陸上競技場だけ
で、宿泊や観光は都内や横浜というのが現状である。

そのため、陸上競技場で川崎市の魅力をPRする取
り組みが必要であると考え、来場者にアンケート調査
を行う際に「川崎市の魅力とは何か」についても併せ
て聞いてみた。その結果、「川崎市　藤子・F・不二雄
ミュージアム」との意見が最も多かったため、ミュー
ジアムと連携することで、川崎市の魅力を多くの人に
発信できるのではないかと考えた。

こうして、等々力陸上競技場が川崎市の新たな名所
となるとともに、川崎市の魅力を取り入れることで「川
崎の魅力を発信するスタジアム」となるよう整備は進
められた。そして、平成27（2015）年3月に新メインス
タンドはオープンした。

等々力陸上競技場（手前が新メインスタンド）

3　新メインスタンドの特徴

（1）バラエティーシート
一般的な座席についても、ひじ掛け、カップホルダー

を設置し、横幅も50cm（既存は42cm）とするなど座
りやすく、使いやすい座席とした。

また、ファミリーやグループで楽しめる「グループ

使いながらの工事
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シート」は、テーブルがあり飲食物を置くことができ
るとともに、グループごとに座れ、観戦とコミュニケー
ションが両立できるプライベート感の高い空間となっ
ている。

グループシート

その他、飲食物を置くことができ、ゆったりと足を
伸ばして観戦が可能な「掘りごたつシート」、こどもか
ら目を離さず観戦が可能な「キッズスペース」などの
座席がある。これらの座席は、最近、プロ野球が開催
される野球場では多く見られるようになったが、陸上
競技場（及びJリーグのホームスタジアム）では日本初
の試みである。バラエティーシートについては、地域
住民向けに行った施設の一般公開の際にも「こういう
座席があるのなら、一度は来てみたい。」と言われる
など、陸上競技場に縁の無い方からも好評であった。 

掘りごたつシート

（2）ワンウエイ型トイレ
来場者から特に意見が多かったのがトイレである。

清潔であるのは当然のことで、特に女性からは、個室
が開いているのか閉まっているのか分からない、着替
えるスペースが欲しい、という意見が多かった。また、

サッカーの試合に関してはハーフタイムの15分間にト
イレ利用者が集中するため、後半が開始してもトイレ
に人が並んでいるという状況が課題となっていた。

新メインスタンドのトイレについては、入口と出口
を分けた一方通行のワンウエイ型にするとともに、手
を洗うのに並ぶことがないようアイランド型の手洗い
を採用するなど、効率良い利用ができる施設とした。
また、個室内部に彩度の高いアクセントカラー（赤・青）
を塗装することで、白を基調色としたトイレ空間の中
で、空いている個室がひと目で分かるようにしたこと
や、着替えスペースの設置など、効率の良さと快適性
に配慮した整備を行った。

ワンウエイ型トイレ

（3）�「川崎市　藤子・F・不二雄ミュージアム」キャラ
クターブロンズ像

「川崎市　藤子・F・不二雄ミュージアム」にいるキャ
ラクターが等々力陸上競技場に遊びに来てる、という
設定でコンコースや入場ゲート、デッキ付近などの8ヶ
所にキャラクターブロンズ像を設置した。このブロン
ズ像の設置により、陸上競技場の魅力を高めるととも
に、来場者に対して「川崎市　藤子・F・不二雄ミュー
ジアム」のPRが可能となった。

キャラクターブロンズ像（3階コンコース）
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入場ゲートのブロンズ像は陸上競技場でイベントが
無い時でも近寄ることができ、日常においても公園利
用者が記念撮影を行うなど、陸上競技場のみならず公
園の魅力を高める要素となっている。

3階コンコースの9体が集合したブロンズ像は記念
撮影のポイントとなっており、来場者が各自で撮影し
た写真をSNSで発信することで更なるPR効果も期待
できる。

4　今後の課題

新メインスタンドがオープンしてから、等々力陸上
競技場がテレビや雑誌で取り上げられたり、他都市か
らの視察や問合せも多くなるなど、メインスタンド改
築工事によって、陸上競技場の注目度が非常に高まっ
たと感じている。特に、澤穂希選手の引退で話題となっ
た女子サッカー皇后杯の準決勝、決勝が等々力陸上競
技場で開催されたことは代表的な事例と言える。川崎
のシティセールス的な観点から言えば、新メインスタ
ンド改築工事については一定の効果があったと言える
のではないだろうか。

しかし、地域住民の施設利用や多目的な活用、等々
力緑地の他施設との連携など管理手法と併せて検討
が必要な課題もあることや、サイド・バックスタンド
の老朽化や安全対策が必要な状況から第2期整備の
整備方針を定めていく必要もある。 今後も地域に貢
献するための施設、川崎を盛り上げる施設となるため
には継続的な取り組みが必要である。

新メインスタンド（公園側から）

5　おわりに

等々力陸上競技場は川崎市で最も知名度がある施
設と言っても過言ではないと思う。それは川崎フロン
ターレのホームスタジアムであるところが大きいが、

ゴールデングランプリ陸上なども含め、テレビの全国
放送で2時間生中継する施設は川崎市内ではほどんど
無いのではないか。そういう施設だけに関係者も多く、
事業を進めて行く上での調整には相当な時間が必要で
あった。

そんな状況で川崎フロンターレサポーターが言った
「川崎市を応援したい。川崎市を盛り上げたい。」とい
う言葉がとても大きかったように思う。関係者との調
整はどうしてもお互いの都合や価値観の押し付け合い
になることが多い。しかし、一歩引いてみて「川崎市
を盛り上げるために協力しよう」ということで関係者
と協力できた部分も今回は多かったと思う。

また、施設整備が関係者のためだけに行われてはな
らない、ということも痛感した。新メインスタンド整
備における地域への貢献などは、まだまだ不十分であ
るが、今後の更なる取り組みの中で対応していく必要
があるだろう。

等々力陸上競技場が「川崎の魅力」を代表する施設
となるよう、今後も取り組みを進めていきたい。

新メインスタンド（フィールド側から）
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現場の目

健康福祉局生活衛生課　課長補佐　�小倉　充子
健康福祉局生活衛生課　担当係長　�大原　千恵

健康福祉局生活衛生課　�平　　悟志
健康福祉局生活衛生課　�小木曽綾子
健康福祉局生活衛生課　�西村　大樹

〜多様な主体との協働・連携による施策推進への取り組み〜

「ひと・どうぶつ MIRAI（みらい）
プロジェクト」

1　はじめに

近年、動物の屋内飼養等動物に対する考え方の変
化等により、犬や猫などの動物を家族の一員として飼
う家庭が増え、これらの動物は、様々な形で潤いと喜
びを与えてくれる存在として、飼い主にとってかけが
えのないものとなっている一方で、動物に係る様々な
問題も発生している。

このような社会情勢の中、川崎市では、動物愛護ボ
ランティアなど多様な主体と協働・連携し、いのちを

「まなぶ」、「つなぐ」、「まもる」をキーワードに取り組
みを進め、動物を通じていのちの大切さを伝えること
で、「かわさきの人と動物の未来」である「人と動物
が共生する心豊かな最幸のまちかわさき」の実現に向
けて「ひと・どうぶつ MIRAI（みらい）プロジェクト」
を始動し、様々な取り組みを実施したので紹介する。

MIRAIプロジェクトのイメージロゴ

2　プロジェクト始動までのプロセス

～総務局秘書部政策調整担当・シティプロモーション
推進担当との連携～
生活衛生課、各区役所衛生課、動物愛護センター

では、さまざまな動物に係る施策を実施しているが、
効果的で実効性のある施策推進を図るため、本年度
から総務局秘書部政策調整担当およびシティプロモー
ション推進担当と連携して取り組みを進めることとした。

連携に当たっては、まず、川崎市の動物に係る施策
に関して、多様な主体との連携の取り組み状況や広報
の取り組みにおける課題などについて共有化を図った。
その上で、川崎市の動物施策には、ボランティアや動
物愛護団体、（公社）川崎市獣医師会（以下「獣医師会」
という。）など多くの主体と連携を図りながら施策を進
めていること、また、動物愛護センターでは収容動物
に対してきめ細かいケアを行い譲渡の推進をしている
ことなど、取り組みの特色や強みを改めて整理した。

これらの検討を踏まえ、市民の動物愛護の気風を
高めるとともに、川崎市の動物愛護施策の取り組みを
全国へ発信していくという目的のもと、「ひと・どうぶ
つ MIRAI（みらい）プロジェクト」を始動し、あわせ
て戦略的な広報を実施することとした。
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3　プロジェクトの内容

（1）� いのちの大切さを�
� 伝える取り組み

【子どもたちへの啓発】
動物を通じて子どもたちにいのちの大切さや他者へ

の思いやり等を伝え、共感するこころや豊かなこころ
の涵養を目指すため外部有識者等との意見交換会を
開催し事業の改善を実施した。（委員　ＮＰＯ法人動
物介在教育・療法学会副理事的場美芳子氏、獣医師
会会長竹原秀行氏、ＮＰＯ法人アナイス代表平井潤子
氏、（一社）フリーペッツ浅田美代子氏、かわさき犬猫
愛護ボランティア森茂樹氏及び、教育委員会事務局、
市民・こども局、健康福祉局）

意見交換会

動物愛護センターによる
愛護教室

ボランティアによる
動物介在活動

【市民の方々への啓発】
さまざまな機会を通じて、多様な主体と連携し動物

愛護に係る効果的な広報を実施した。
①動物愛護フェアかわさき2015の開催

テーマを「動物はみんなともだち地球の仲間」、サ
ブテーマを「動物がつなぐ、ひとのわ・地域のわ・か
わさきのわ」とし、市民の方々に動物について興味を
持っていただくためのイベントとして、9月20日（日）
に宮前市民館・区役所で獣医師会との共催で実施した。
本フェアを「ひと・どうぶつ MIRAI（みらい）プロジェ
クト」のキックオフのイベントと位置づけ9月の市長
記者会見で報道機関等に広報を実施した。

市長によるボランティアの
表彰

スタッフ用のビブスと
配布用うちわ

②適正飼養キャンペーン
11月を「いのちをまなぶ月間」として、市内一斉に

啓発活動を実施するとともに、市内の町会・自治会あ
てにリーフレットを回覧した。

また、家庭犬インストラクター講師による犬のしつ
け方教室を2回開催した。

例年、公園等の巡回による飼い主向けの普及啓発活
動が中心であったが、より多くの方へ動物愛護につい
て知っていただけるよう、公園巡回に加えて、各区衛
生課職員とボランティアなどとの協働で、駅前7か所
においてメッセージカード入りのティッシュを配布した。

駅前の普及啓発活動 配布したティッシュの
メッセージ

（2）�動物の殺処分削減に�
� 向けた取り組み
「いのちをつなぐ」取り

組みとして、獣医師会やボランティアに御協力いただ
き、負傷動物への治療、譲渡会の定期開催や動物に
対するきめの細かいケア等の取り組みを強化した。
①負傷動物への治療強化
「動物診療に係る技術支援協定」を獣医師会と締結

し、動物愛護センターに保護された負傷動物の診療に
係る技術支援や協力を実施した。

獣医師会から技術支援を受け犬の不妊手術を実施



政策情報かわさき No.34 2016.03 39

［
現
場
の
認
］「
「
医
か
「
「
「
「
「
「
「
「か
み
認
制
かか
か
川
か
か
か
「

②譲渡会の定期開催
毎月第3日曜日に動物愛護団体等と連携し、譲渡会

を開催した。
③子猫の飼養支援
「ミルク猫大作戦」と称し、生後間もない子猫につ

いては、ボランティアの方々に御協力いただき、哺乳
等きめの細かいケアを行い猫の生存率を上げる取り組
みを実施した。

譲渡会 子猫への哺乳

（3）�動物に係る防災対策に�
� 向けた取り組み

動物の飼い主が災害時に
適切な対応ができるよう、平時からの動物のしつけや、
健康管理、迷子札の装着、必要な物品等の備蓄や避
難訓練等、飼い主への啓発を実施した。
①川崎市総合防災訓練での啓発や動物との同行避難

訓練の実施
8月30日（日）に開催された川崎市総合防災訓練にお

いて、動物の防災用品等の展示や同行避難訓練を実
施した。

展示ブース 同行避難訓練

②飼い主等への啓発用冊子の作成
「備えていますか？ペットの災害対策～飼い主の備

えと避難所ペット管理ガイド～」、「ペットの飼い主の
ための防災手帳」などを作成し、ペットの防災対策に
ついて飼い主にお知らせし、避難所における受入れ体
制等については、自主防災会議等で説明した。
③災害時の動物に係る支援協定の締結
（公社）川崎市獣医師会と平成23年度に「災害時の

動物救援活動に関する協定」、（公社）動物福祉協会、
（公社）日本愛玩動物協会と平成25年度に「災害時に

おける動物救援活動の協働実施に関する協定」を締結
し、災害時の動物に係る救援体制を強化した。

4　動物に係る寄附制度の創設

動物愛護施策に寄附というかたち 
で参画したいという方々の想いの受
け皿として、平成26年度に動物愛
護に係る寄附制度を創設し、平成27年度にはふるさと
寄附金のメニューに追加いただき、多くの方々から寄
附をいただいている。

♦平成26年度 募金　 694,242円・物品　112件
♦平成27年度（4～11月）

募金　1,951,960円・物品　75件
また、獣医師会会員病院に募金箱を設置し、寄附の

協力をいただいている。
QRコードから市ホームページ上の寄附申込につい

て情報を入手できるように設定し、毎年3月に約6万
通発送する犬の狂犬病予防注射の案内封書へも、寄
附のお知らせとQRコー
ドを載せ、より多くの方
へこの寄附制度につい
てお知らせできるよう
にした。

5　情報発信の強化

総務局秘書部シティプロモーション推進担当と連携
し、さまざまな広報媒体に、動物愛護施策について広
報を実施した。
♦報道発表（4月　2年連続犬の殺処分ゼロ、11月適

正飼養キャンペーン）
♦市長記者会見（7月譲渡会定期開催、9月プロジェ

クト始動・動物愛護フェア）

啓発用冊子
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♦テレビ・ラジオ・新聞等の取材（LOVEかわさき、
FMヨコハマ、ラジオ日本、かわさきFM等への出演、
神奈川新聞、タウンニュース等）

♦市民グラフかわさき『ひろば』への掲載

6　来年度以降の取り組み

平成28年度については、本プロジェクトをさらに推
進するため、新たな事業展開を実施していく予定であ
る。子どもたちへの啓発に使用する教材開発や市民の
方々に対する市民公開講座の開催、ボランティア支援
の仕組み作りや育成プログラム作成などさまざまな取
り組みを実施していく。

7　おわりに

本プロジェクトを立ち上げ、庁内外の方々との連携
によって取り組んだことにより、所管部局だけでは限
界のある広報手段やさまざまな立場の方の意見を取り

入れられ、「人と動物との共生」の実現に向け、大き
く前進することができた。多くの方々と手をつなぐこ
とにより、動物愛護の精神をより広く普及啓発するこ
とができたものと実感している。

私たちの所管部局が目指すことは、本市を「人と動
物が共生し、市民の方々が心豊かで住みやすいまち」
にすることであり、今後も、いのちを「まなぶ」「つな
ぐ」「まもる」取り組みを推進し、多くの方々とともに
取り組んでいける体制を整
え、人と動物のMIRAI（み
らい）に向かって「一歩先へ　
もっと先へ」進んでいきた
いと考えている。
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現場の目

健康福祉局健康安全研究所　課長補佐　�清水　英明

〜健康安全研究所から〜

新型ノロウイルスの発見

1　はじめに

川崎市健康福祉局健康安全研究所は平成25（2013）
年3月に川崎市国際戦略総合特区（キング スカイフロ
ント）に移転して、現在で3年目となる。キング スカ
イフロントは、世界的な成長が見込まれるライフサイ
エンスおよび環境分野を中心に、世界最高水準の研究
開発によって新産業を創出するオープンイノベーショ
ンの拠点とされている。このエリアである殿町3丁目
周辺は古くから京浜工業地帯として日本の経済・産業
を支えてきた場所であり、羽田空港にも隣接するため、

その国際線発着枠拡張によるアクセスを利用した海外
に展開する研究ならびにビジネスがこれから盛んに行
われると想定される。ここ数年で多くの研究所の進出
が決定されており、今後はお互いの長所を活かした共
同研究が活発に行われるであろうと期待している。一
方で、当研究所は地方衛生研究所としての側面も担っ
ており、試験検査、調査研究、研修指導、情報発信の
4つの柱を基に、感染症や食中毒等の健康危機発生時
や平常時から食の安全など川崎市民の健康に寄与する
業務を行っている。

図１　LiSE（川崎生命科学・環境研究センター）全景
２階に健康安全研究所、３階に環境総合研究所が入
居している。撮影：三輪晃久写真研究所

図２　ノロウイルスの電子顕微鏡写真
透過型電子顕微鏡におけるノロウイルスのネガティ
ブ染色像。ノロウイルス粒子はおよそ30nm（1nm
は1mmの100万分の1）であり、肉眼で見ること
はできない。
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当研究所は移転に伴い施設が新しくなるとともに、
DNAシークエンサーなど分析機器も新規購入を行う
ことができたため、ハード面においては研究所として
の基盤が形成されている。しかしながら、ソフト面の
充実はこれからの課題であり、人材育成については若
手スタッフが多く、これから研修指導を計画的に行い、
長期的な視野を持って研究者を育てるシステムが必要
であると考えている。その未だ熟していない、成長途
中の職員たちによる研究成果が世界初の発見に至った
ことは、運に味方されたこともあるが、日常の検査か
ら研究に進展するステップのいわゆる「ひらめき」が
スタッフに浸透しつつある証拠であり、従来の地方衛
生研究所の業務を担保し、さらにキング スカイフロン
ト地区に根ざそうとする川崎市健康安全研究所にふさ
わしい成果であると思われる。ここにノロウイルスG
Ⅱ.17変異株、いわゆる新型ノロウイルス発見の経緯
について記すこととする。

2　ノロウイルスとは

ノロウイルスは冬季に流行する感染性胃腸炎の主要
なウイルスであり、下痢・嘔吐・腹痛を主症状とする。
ヒトの腸管以外では増殖することができないため、感
染はヒトの糞便に汚染された食品の喫食やドアノブ、
つり革などを介した経口感染によるものである。およ
そ10個から100個のごく少量のウイルスで感染が成立
するため、食中毒として大規模で患者数の多い事例と
なることがある。例えば、給食のパンが原因と推定さ
れた患者数1,271名の浜松市内小学校の事例平成26

（2014）年、さらには弁当が原因と推定される患者数
2,035名の広島市事業所の事例平成25（2013）年など
がある。このように、食中毒事例件数はカンピロバク
ターなど細菌性の食中毒に比べて少ないが、はぼ毎年、
日本における食中毒での患者数はノロウイルスによる
ものが1位となっている。

3　ウイルス・衛生動物担当の業務

川崎市健康安全研究所ウイルス・衛生動物検査担
当では日常の業務として、インフルエンザ、咽頭結膜
熱、無菌性髄膜炎などのウイルス感染症が川崎市の
どの地域で流行してるか、医療機関から搬入された
検体からウイルスを検出し調査を行う感染症発生動

向調査事業、飲食店などで発生した食中毒を疑う事
例の原因ウイルス検査、さらには海外へ渡航し罹患
したデング熱などのウイルス感染症の検査を行って
いる。また、平成21（2009）年の新型インフルエンザ

（AH1N1pdm09）パンデミック時には深夜におよぶ
24時間検査体制を行い、近年では川崎市内での患者
発生はなかったものの代々木公園を中心に患者が発生
したデング熱、中東や韓国で流行したＭＥＲＳ（中東
呼吸器症候群）の対応など、ウイルス感染症はマスコ
ミに取り上げられるほど話題になることが多い。そし
て、インフルエンザやノロウイルスは冬季に流行する
ため、12月から2月までは休日勤務が多くなる。社会
的インパクトの強さや行政処分に関わることで業務と
して緊張感が漂うことが多いが、それゆえ研究材料は
豊富であり、当担当ではノロウイルスだけでなく、イ
ンフルエンザウイルス、アデノウイルス、麻しんウイ
ルス等様々なウイルスの研究を国立感染症研究所や大
学、さらには民間企業との共同研究を積極的に行って
いる。

4　新型ノロウイルス発見の経緯

平成26（2014）年3月、川崎市内の感染性胃腸炎患
者2名から検出されたノロウイルス遺伝子の一部に
ついて、データベースであるNorovirus genotyping 
toolで遺伝子型を検索したところGⅡ.17と判定され
た。川崎市ではこのGⅡ.17は今まで検出されたこと
はなく、また過去において日本国内でも報告例は少な
かった。稀な遺伝子型であったため、さらに解析を進
めていくと、ウイルスＲＮＡの増幅に関与する遺伝子
領域が過去に報告のない新規遺伝子型である可能性
が考えられた。そこでノロウイルス約7,500塩基の全

図３　ノロウイルスGⅡ.17のアミノ酸立体構造図
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配列解読を行うこととした。並行して新規遺伝子型の
可能性が出た時点で、欧州を拠点とするノロウイルス
の国際的ワーキンググループ（NoroNet）に連絡し、
それ以降、オランダ、スウェーデンのグループとメー
ルでのやり取りが続くことになった。このノロウイル
スが新規遺伝子型かどうかは複数の集団からの検出
が重要であるため、埼玉県衛生研究所と長野県保健
環境研究所に状況を説明したところ類似の株が検出さ
れているとの情報が得られ、川崎市・埼玉県・長野県
で検出されたノロウイルスの遺伝子解析を行い、デー
タの収集を行った。その結果、前述のNoroNetによ
り平成27（2015）年5月に新しい遺伝子型Norovirus 
GII/Hu/JP/2014/GII.P17_GII.17/Kawasaki323
と名称が株に付与された。これを受けて、3地点での
検出状況を論文として英文科学雑誌に投稿し、7月に 
Eurosurveillanceに受理・掲載された。そのことによ
り、海外のウイルス研究者の間で話題となるに留まら
ず、多くのマスメディアにも取り上げられ、冬季のノ
ロウイルスが流行する前に、国内に予防対策などにつ
いて啓発することができた。

ウイルス・衛生動物検査担当では、珍しいウイルス
を検出した場合、全遺伝子配列を解読するように心が
けている。以前にも新しいTypeのアデノウイルスを3
種類検出し、英文雑誌に投稿している。そのアデノウ
イルスは日本とバングラディッシュの感染性胃腸炎患
者から発見されたものの、特段流行することもなく、
研究者間では話題になったが、いつの間にか忘れられ
ているほど地味なものであった。しかしながら、今回
のノロウイルスは社会的影響が強く、世界中のウイル

ス研究者だけでなく医療関係者、マスメディアなど多
くの人が興味を示してくれたのは、我々にとって非常
に良い経験となったことは言うまでもない。そして、
ごく一般的な感染性胃腸炎症状を呈した患者検体から
ノロウイルスGⅡ.17変異株を早期に検出できたのは、
現場にいる医療機関や保健福祉センター、健康福祉局
健康危機管理担当などと情報を密にしている地方衛生
研究所であるから得られた成果であり、また、普段か
ら交流のある国立感染症研究所との連携も大きな後押
しとなったことを感謝しなければならない。

5　おわりに

ウイルス・衛生動物検査担当の5名の職員は、研究
をするために川崎市職員になったわけではない。他の
市職員と同様に地方公務員になるために川崎市を志望
した。偶然にも健康安全研究所（以前は衛生研究所）
のウイルス・衛生動物検査担当に配属され仕事仲間と
なり、偶然にも新型ノロウイルスを発見した。日常の
行政検査をこなしつつ、数少ない空いた時間で研究を
行っている。大学のように集中できる環境はなく、費
やす時間は限られており、育児をしつつ研究している
職員もいる。さらには、いつ異動の内示が出るかもし
れないところはごく普通の市職員同様である。このよ
うな環境で世界的な成果を挙げられたのは１つ目にス
タッフ同士の連携、２つ目に集中力、3つ目に執念、
4つ目が運であろう。すでに次のテーマに各々が取り
組んでいるが、この若手職員たちが成長していく過程
で、多くの壁にぶつかることは当然のごとく想定され
る。その壁を皆で乗り越え、これからも進んでいきたい。
これからの若手職員の活躍を考えれば、今回の成果な
ど、長い長い物語の、ほんのさりげないプロローグの
ようなものかもしれない。

図４ ノロウイルスGⅡ.17のテレビ、インターネット等
での報道　９月以降、ノロウイルスGⅡ.17川崎変
異株として多くのマスコミに取り上げられ、流行前
に予防対策の一役を担った。 図５　市長表彰での記念撮影
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中原区役所企画課　�澤村　陽平

〜なかはらメディアネットワークの取り組み〜

魅力ある地域資源の
発掘・発信へ向けて

1　シティプロモーションにおける区役所の役割

平成27（2015）年3月に「川崎市シティプロモーショ
ン戦略プラン（以下、「戦略プラン」という。）」が策定
された。この戦略プランでは持続可能な地域社会の構
築のために次の2つの目標を掲げている。「市民の川
崎への愛着・誇り（シビックプライド）の醸成」と「川
崎の対外的な認知度やイメージの向上」−これらは相
乗効果による次に示す好循環を内包している。

2つの目標によるポジティブスパイラル
（各段階は順に関係なく相互作用することもある）

人口147万人を超える川崎市における区役所の役割
として、区という行政区画単位だから把握できる地域
特性や実状を的確に捉え、こうした地域の魅力情報の
発信をより効果的に実施していくことが必要となって
いる。

2　地域メディアとの連携による効果的な情報発信

（1）� 背景
中原区では武蔵小杉駅周辺の再開発事業に伴うタ

ワーマンションや大型商業施設の新設により、周辺環
境が大きく変貌を遂げる中、以前から中原区に住んで
いる区民と新たな区民の交流による地域コミュニティ
の活性化や、全国的にも注目される小杉地区の良いイ
メージの確立が課題であった。

これらの課題を解決するため、区役所としても、市
政だより等により情報発信に取り組んでいるものの、
行政という立場上、取り扱える内容や発信方法には制
限があった。この制限を解消するため、「公共性をも
つ１次情報の発信に加え、ローカルメディアを通して
地域に密着した2次情報の発信に取り組むことで、区
民の地域情報への関心をより一層喚起することが可能
ではないか」という考えから、中原区に関連する地域

メディアと連携した地域愛着心の醸成
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情報発信交流会の様子

メディアとの連携に取り組むこととした。これが「な
かはらメディアネットワーク（以下、「NMN」という。）」
である。

（2） 区役所と地域メディアのNMNでの関係
NMNはケーブルテレビ、FMラジオ、地域新聞、

WEB運営法人、季刊誌など、多種多様な情報発信ツー
ルをもつ地域メディアで構成されていることが大きな
特徴である。平成25（2013）年9月に発足して以降、
区役所と地域メディアは随時、情報共有・情報交換を
行うほか、一堂に会して区の情報発信における課題に
ついて議論を行い、課題解決に向けてNMNとして果
たせる役割や、取り組みの検討を行う場を定例的に設
けている。多様なメディアによる様々な角度からの意
見を得ることで、発信したい情報のコンテンツに適し
た効果的な発信媒体の選択や区民の反応を共有する
ことが可能となっている。また、密に連携することで
同一イベントを複数の異なったメディアが同時期に取
り上げたり、互いに取材先の地域団体などへの取り次
ぎ、橋渡しを行うことで、より効率的、効果的な情報
発信に取り組んでいる。

3　ＮＭＮとしての取り組み

戦略プランの中では、戦略的な魅力発信には、①対
象者の属性を考慮する②発信する魅力を整理、発掘・
創出する③情報の魅せ方を工夫する④効果的に情報
を拡散する⑤市民に自ら行動してもらうことが重要で
あるとしている。こういったポイントの実践としてＮ
ＭＮで取り組んでいる活動の一部を紹介する。

（1） 情報発信コーナーの設置
情報が区民に届きやすいよう、区内の公共施設や

鉄道事業者、商店街、商業施設などに協力を得て、
区内18か所にNMN情報発信コーナーを設置してい
る。NMN各社の刊行物等を定期的に配架することで、
NMNは情報発信できる場所として、区民は地域情報
がまとめて手に入る場所としての活用が可能である。
また、ラック上部にパネルを設置し、各広報物の発行、
ケーブルテレビやＦＭラジオの放送日に合わせた内容
を掲示し、区民の関心を引きつけるよう工夫している。

（2） 情報発信交流会の開催
区内では、イベントや情報発信を行う様々な地域団

体が活動しているが、これらの団体の課題として、地
域メディアへの情報提供などの効果的な情報発信手
法の共有不足が挙げられるため、平成27（2015）年
8月に、地域団体と地域メディアとの意見交換の場と
して情報発信交流会を開催した。交流会では商店街や
独自に情報発信に取り組む団体などに加え、ＮＭＮ以
外のメディアや地域情報発信の先進事例等に精通した
アドバイザーを招き、円卓を囲む形で各々の広報活動
の紹介や意見交換を行った。広報活動の紹介では、広
く区内外に魅力を伝えたいとする商店街、地元に特化
したコンパクトな情報発信を目指す商店街、子育て中
のお母さんをターゲットとした情報を発信する団体な
ど、その性質により対象者の属性や狙いが異なり、あ
らためて中原区における地域特性や区民属性の多様さ
を感じた。ＮＭＮからは、メディアに取り上げられや
すい情報提供の方法やコツ、時期、発信コンテンツに
適したメディアの選択基準など、メディアを活用した
情報発信のポイントについて説明があった。地域団体
からは、情報を発信したいと考えた際に区単位での「メ
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ディアに繋がる投げ込み箱」のような体制があれば気
軽に利用でき、メディアによる地域情報収集の一助に
もなるだろうとの意見があった。現在この意見を受け
て、区民が情報発信しやすい環境づくりの検討を進め
ており、今までの区民への情報発信に加え、区民によ
る情報発信に向けた取り組みを展開していく。

4　おわりに－私見を含めて－

ＮＭＮの取り組みの一部を紹介してきたが、調整や
会議にあたり、地域団体やメディアとの情報共有や合
意形成において、考慮すべきことや課題が少なからず

ある。区民、メディア、行政がwin-winの関係を保て
るようその都度調整を行いながら運営していきたいと
考えている。

本稿を書き進めながら、以前、市外在住の知人に川
崎市に対して良いイメージを抱いていない人がいたこ
とを思い出した。今思い返すと、当時の私は地域の魅
力を語れる力がなかったとことに気付く。ＮＭＮの取
り組みによって1人でも多くの区民が中原区に愛着を
持ち、魅力を語れるようになることで、「地域への愛着
心」と「川崎市に対する良いイメージ」の好循環が生
まれ、延いては川崎市全体の一層の成長に繋がれば幸
いである。
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多摩区役所企画課　�木野田　敬一

〜協定締結10周年を迎えて〜

多摩区3大学連携協議会における
取り組み

1　人気ドラマ「あさが来た」ゆかりの地・
多摩区

「戦争で挫折した西生田女子総合大学構想」と題し
た公開講座が、平成27（2015）年11月14日、日本女子
大学西生田キャンパスで開かれた。日本女子大学の創
立者であり、女子高等教育のパイオニア、成瀬仁蔵
の女子高等教育への熱い志を中心に、日本女子大学
校（現：日本女子大学）開校までのいきさつや戦争で
挫折した多摩区西生田への女子総合大学構想につい
ての興味深い講座だった。今でこそ女性が大学に進学
することは特別なことでもなく、社会でも女性の力が
必要とされている時代だが、女性が大学に進学し、教
育を受けることなどもってのほかという時代の真っ只
中、女子高等教育の重要性を訴えていたのである。そ
して、成瀬仁蔵の考えに共鳴し、日本女子大学創設に
向けた資金集めのために多大な協力をしたのが、現在
大ヒット中のNHK朝の連続テレビ小説「あさが来た」
のヒロイン、大富豪三井家の娘・広岡浅子というわけ
である。このように多摩区とも縁があることはご理解
いただけたと思うが、多摩区にはこの日本女子大学に
加えて専修大学、明治大学の3つの大学が立地してい
る、いわば文教都市なのである。

多摩区では、区内に立地する大学の知的資源および
人材を活用した地域社会との連携に取り組み、区民と
ともに地域社会の課題解決に向けた実践的な活動を展
開し、文教都市としてふさわしい地域社会づくりに貢
献していくため、平成17（2005）年12月2日に3大学お

協定締結調印式（平成17（2005）年12月2日）
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よび川崎市の4者間で協定を締結し、「多摩区・3大
学連携協議会」（以下、「協議会」という。）を設立した。
今年、協定締結10周年を無事に迎えることができたわ
けであるが、これまで協議会運営に多くの方々が携わ
り、支えてくださったゆえの10周年である。まず、先
代の方々が築き上げてこられたことに感謝の気持ちを
伝えたい。そして、この節目の年に協議会に携わるこ
とができ、大変光栄なことであると感じている。今回、
協定締結10周年の節目にあたり、これまでの歩みを紹
介するとともに、今後の取り組みについても少し考え
てみたい。

2　これまでの10年間の歩み

（1）� 協議会の組織構成
これまでの歩みを紹介する前に、少しだけ協議会の

組織構成について触れておきたい。協議会は、副区長
を座長とし、各大学並びに多摩区役所から協議会運営
に必要な委員を選出している。現在は約20名で構成さ
れ、事務局を当区役所企画課に置いている。協議会は
概ね月１回開催し、地域連携及び地域活性化のための
企画立案や情報交換などを行っている。

（2）�主な取り組み
協議会設立の翌年から、数多くの取り組みが立て続

けに進められた。箱根駅伝出場校への応援、多摩区3
大学コンサートの開催、区民祭への参加など現在まで
継続して行われているものも多くあるが、以下にいく
つかの取り組みをピックアップして紹介することとし
たい。
①大学図書館の地域開放

大学が有する多くの教育、研究施設のうち、図書館
の地域開放（区民利用）が進められた。協議会の下部
組織として検討部会を設置して検討が進められ、平成
18（2006）年4月、明治大学生田図書館の地域開放が
始まった。その後、平成19（2007）年4月には専修大
学図書館、平成25（2013）年6月には日本女子大学図
書館と、区内3大学全ての図書館の地域開放が順次実
現し、大学の持つ知的資源を区民が享受できることと
なった。少し敷居が高く感じる大学の施設をこのよう
に地域住民が気軽に利用できるということは、地元の
大学を少しでも身近に感じることのできる具体的な取
り組みであったと思う。

②大学・地域連携事業
大学と地域社会が連携して実践的な活動を展開す

ることにより、区内の様々な課題の解決を図ることを
目指し、平成18（2006）年から当該事業を展開してい
る。大学によって設置学部が異なるため、あえてテー
マを絞らずに、大学の専門的な知見を活かして区内の
地域課題を掘り起こし、大学、地域、行政が連携しな
がら、課題解決に向けた取り組みを行っている。実施
結果については、年度末に3大学フェアなどの場で広
く報告を行っている。一部の事業については、事業終
了後も自主的に地域に根付いた取り組みとして継続し
ている事例もある。一方で、事業を引き受けられる先
生を見つけるのに苦労しているということも聞いてい
るため、効果的な事業展開ができるよう協議会で更に
検討していきたい。
③多摩区役所でのインターンシップ

区役所を中心とした行政施設での就業体験を通し
て、学生の就業意識の向上、行政や地域への理解を
深めてもらうために、平成18（2006）年2月から、3大
学のインターンシップ生の受け入れを行っている。毎
年各大学2名、計6名程度の受け入れを行っており、
学生の希望に合わせて、2ヶ所以上の職場体験ができ
るよう受け入れ職場を調整している。最終日には、区
長や管理職、大学関係者を前にプレゼンテーションを
してもらっている。単に受身で実習を受けるだけでな
く、今後社会に出てから必ずや必要とされるアウトプッ
トの機会もプログラムに組み込んでいる。インターン
シップ終了後には、公務員に対するイメージと実際と
のギャップの大きさを学生の多くが口にしており、就
職活動を前にして、貴重な実体験の機会を提供できて
いるのではないかと考えている。

インターンシップ報告会でのプレゼンテーション

④知的探訪
冒頭で紹介した公開講座もこの取り組みの一環とし
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て開催したものであるが、平成23（2011）年の多摩区
制40周年を記念するプレイベントとして始まった事業
である。大学の知的資源を地域に還元し、区民に大学
をもっと身近に感じてもらうため、「知的探訪」という
冠名を付して、各大学のキャンパスで公開講座や見学
ツアー等を行っている。このような大学の「知」に触
れる体験を通して、地元の大学への理解が進み、大学
をもっと身近に感じてもらえるようになることを期待
したい。

3　10周年を記念した取り組み

今年度、協定締結10周年を記念して様々な取り組
みを行ったので、いくつか紹介していきたい。

（1）�トップ懇談会を開催
平成27（2015）年9月28日、3大学の学長と川崎市

長による「トップ懇談会」を開催した。各トップによ
る高い見地から「将来を見据えた大学と地域との連携
のあり方」や「人口減少社会における大学の役割」等
のテーマについて、率直に意見交換をしていただく場
とした。普段であればなかなか実現しないトップ対談
を10周年という節目に実現できたことは、今後の取り
組みの更なる発展に向けた展望を探っていく上でも大
変貴重な機会となった。今回の対談内容も踏まえ、よ
り地域の方々に必要とされる協議会運営をしていくこ
とができたらと思う。

トップ懇談会

（2）� 10周年記念誌の発行
この10年間、協議会において様々な取り組みが行わ

れてきたところであるが、これまでの経緯や事業内容
が整理されているものは存在しなかった。そこで、こ
の機会に改めて経緯などを確認しながら、これまでの

取り組みを記録するとともに、前述のトップ懇談会に
おける対談内容も盛り込んだ10周年記念誌を作成し、
発行した。多摩区役所のホームページにも掲載してい
るので、ぜひご覧いただきたい。

協定締結10周年記念誌

（3）� 3大学コンサートでの初めての合唱
協定の締結以来、毎年継続して行っている取り組み

として、「多摩区3大学コンサート」がある。これは、
多摩市民館大ホールを会場として、各大学から出演団
体を選出し、概ね計3団体が出演するコンサートであ
り、今年で11回目の開催となった。アナウンサーを目
指している学生などが当日の総合司会を務め、各出演
団体がそれぞれの個性を発揮し、学生の若さ溢れる
演奏で地域の人たちに大変好評をいただいている。ま
た、各大学の演奏の合間には3大学や多摩区にちなん
だクイズ大会も盛り上がりを見せている。しかし、こ
れまで実現できていないことが1つあった。それは、3
大学による合同演奏である。合同で演奏するとなると、
合同練習を重ねる必要がある上に、学園祭シーズンと
も重なるため学生への負担も大きい。しかし、今年は
10周年である。せっかくなので3大学が一緒になった
プログラムをぜひ盛り込みたいと考えていた。そこで、
実行委員会で検討し、出した答えが3大学合同の合唱

3大学コンサートのフィナーレ
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である。明治大学の学生にはピアノ伴奏の協力をして
もらい、客席の参加者も一緒になり、全員で「ふるさ
と」を合唱した。日本女子大学手話サークル「あやとり」
の皆さんは今回のためにフルコーラスでの手話を覚え
披露してくれた。3大学合同演奏というわけではなかっ
たが、3大学が一つのステージに登壇し、客席とも一
体になった歌声がホール中に響き渡った。

（4）� 3大学での知的探訪
毎年各大学が持ちまわりで開催しているものである

が、今年度は3つの大学すべてのキャンパスで知的探
訪を開催した。中でも明治大学は内容も大幅に拡充し
て実施し、低温の世界「バナナがこおるとっても冷た
い世界をみてみよう」や金属の旅「金色メダルをつくっ
てみよう」など、理系学部ならではの一日体験授業が
小学生を中心に大人気であった。

明治大学知的探訪「金色メダルをつくってみよう」の様子

4　大学生の若い力を地域に

（1）� 区民が期待することは何か
今年開催した多摩区3大学コンサート参加者へのア

ンケート項目に「今後の大学と地域との関わりについ
て期待すること」についての設問を新たに加えたのだ
が、回答の中に「転居してきたばかりで、区内に有名
3大学が存在するのにびっくりし、区民として誇りを
感じました」「若い方々が地域に溶け込んで、一緒に
活動する機会があると活気づきます」という感想が寄
せられていた。これらの回答から、区民が期待するこ
との一端を垣間見ることができた。区内に3つもの大
学が立地しているのは大きな財産であり、地域の魅力
や価値の向上に貢献していることを再認識するととも
に、少子高齢化の時代にあって、ますます大学生の若
い力を地域で活かしてもらいたいという期待を感じた。

引き続き、協議会で議論を重ねて、もっと大学生を巻
き込んだ取り組みを進めていきたい。

（2）�連携のための連携にしない
前述のトップ懇談会の中でも触れられていたことで

もあるが、連携の目的をもう少し明確にしていく必要
があると考えている。そのためにはもっと地域の方々
と意見交換し、声を拾い上げながら、目指すべき方向
性や課題を明確にしていくことができれば、それぞれ
の役割やなすべきことも明確になり、より実りのある
連携が可能となるのではないだろうか。これまでの取
り組みを継続していくこともとても大切なことではあ
るが、必要とあらば新たな取り組みにもチャレンジし、
区民が愛着や誇り、活気を少しでも実感してもらえる
まちづくりをしていきたい。

（3）�大学生が地域に目を向けるきっかけを
ある学長が「大学は教育機関であり、教育の一環と

して、学生たちを実社会の課題に関わらせたい」「大
学生に地域との関わりの中で気づきや触れ合いを与え
たい」とトップ懇談会の中で発言されていた。また、
先のアンケートの回答にもあったように、本格的な少
子高齢化社会を迎え、大学生の若さはますます大きな
力となり輝きとなっていくことだろう。だからこそ、大
学生にもっと地域に目を向け、地域の活動などに参加
してもらえる仕掛けづくりをしていくことが必要だろ
う。また、地域で市民活動をしている方々の中には、
大学と連携した取り組みをしたいと考えていてもなか
なか糸口を見つけられないという方々がいる。そのよ
うな方々と大学生をつないでいくコーディネーター機
能の役割も果たしていくことができると地域も活性化
していくだろう。大学生が地域活動やイベントに参加
すれば、地域の人たちとの交流が生まれ、顔と顔の見
える関係が築かれる。深夜まで続く騒音やゴミの分別
問題など、大学生に対する苦情もあると聞く。大学生
が地域に目を向け、地域活動に主体的に参加すること
で、何らかの気づきが得られるのではないだろうか。
そして、多摩区への愛着を持ってもらえるようになれ
ば嬉しい。地域住民にとっても、地域で活動する大学
生の姿を見れば、大学生を見る目も変わってくるので
はないだろうか。そのような関係を築くことのできる
取り組みを今後してみたいと考えている。
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研修の窓

総合企画局自治推進部　担当係長　�山口　弘
総務局職員厚生課　�高橋　海
中原区役所総務課　�野並　圭太

〜ピープルデザイン・ゼミの取り組み〜

ダイバーシティ（多様性）の
まちづくりを目指して

1　はじめに

現在、約6％の国民は何らかの障害があるといわれ
ている。川崎市では、この障害（ハンディ）があるた
めに、必要以上に健常者と分離した形で留めるのでは
なく、社会に自然に交じり合ったダイバーシティのま
ちづくりを進めるため、「ピープルデザイン」という概
念を提唱し活動しているNPO法人ピープルデザイン
研究所と、平成26（2014）年7月15日に包括協定を締
結した。
「ピープルデザイン」とは、マイノリティの混じり合

いの社会作りのために障害となるバリアは、物理的な
ものではなくて、人々の意識にあると考え、「心のバリ
アフリー」の実現のために、スポーツやエンターテイ
メント、ファッションといったワクワクとするコンテン
ツを通じ、人の動きを触
発し、マイノリティもま
ちに出て行きたいと思わ
せるきっかけや動きをク
リエイティブに誘発する
取り組みである。

2　ピープルデザイン川崎プロジェクトの取り組み

川崎市とピープルデザイン研究所との取り組みは、
「ヒトづくり」「コトづくり」「モノ・マチづくり」「シゴ
トづくり」という4つの戦略を掲げ進めている。
「ヒトづくり」は、職員、こども、企業、市民への

心のバリアフリーの意識の普及啓発を行うことであり、
各種研修や講演を行っている。「コトづくり」は、川崎
フロンターレなどのホームタウンスポーツチームと連
携した、試合での障害者の就労体験や、パイオニア

（株）と連携した、聴覚障害者用体感音響装置を使った
映画イベントなど、ワクワクするコンテンツを活用し、
マイノリティにまちに出てくる動機付けや意識のデザ
インを行う取り組みを行っている。「モノ・マチづくり」
では福祉施設製品の価値を高めるためのモノづくりセ
ミナーや販売促進フェアなど、「シゴトづくり」では、
福祉事業所の新しい仕事の創出や工賃アップを目指し
た施策展開を行っている。

3　ピープルデザイン・ゼミとは

今回実施したピープルデザイン・ゼミは、総合企画
局の職場集合研修として行ったもので、「ヒトづくり」
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に関する展開である。
市の若手職員向けの課題解決型研修であり、24名

の受講生を5つの班に分け、各班ごとにマイノリティ
テーマを設定し、現状のリサーチやマイノリティ当事
者や関係団体へのヒアリングを行い、課題を洗い出し、
その上で、その課題の解決策を提案するものである。
また、提案は具体的かつ実行可能なものであることが
求められ、かつその提案
を、自分たちが主体的に
実行に移すことまで求め
ていくことが大きな特徴
である。

以下、受講生の取り組
みを紹介したい。

障害者参加型のカワサキハロ
ウィンの提案

総務局職員厚生課　高橋　海

①市の人口増加率の５倍強で増加する知的障害者人口
私たちの班はテーマ設定に障害者を選択し、今回の

ゼミに取り組んだ。まず、障害者に関するデータを分
析したところ、平成18年から平成26年にかけて知的障
害者の増加率が市の人口増加率の5倍強で推移してい
ることがわかった。

人口と知的障害者数の推移 単位（人）

さらに、障害別の年齢構成では、知的障害者内の
64歳以下の割合は他の障害者のそれよりも高く、18
歳未満の割合に関しては35％もあり、圧倒的に他の障
害者よりも若年層の割合が高いことが分かった。

各障害者手帳所持者数の年齢別内訳（平成26年4月1日現在）

これらの分析の結果、多種多様な障害者がいる中で、
次世代を担う若者が多い知的障害者の課題解決に向
けて取り組むことにした。
②知的障害者から受けた衝撃

知的障害者の抱えている問題をリサーチするため、
わーくす中原の担当者に協力を仰ぎ、「今困っているこ
とは何か」「何をしてみたいか」といったアンケートと
ヒアリングを行った。

実際に若い知的障害者と対面して話を伺ったとこ
ろ、休日の過ごし方として、「一人で家で過ごす」とい
う回答を多く得た一方、「友達、恋人がほしい」「ショッ
ピングやディズニーランドに行きたい」といった、自
分がその年代の頃に持っていた欲求となんら変わらな
い欲求を持っていることを教えられた。その当たり前
すぎる事実に強く衝撃を受け、「自分たちが当たり前に
やってきた楽しいことを彼（女）らが経験できないの
はおかしい。」と憤りに近い感覚を覚えた。
③きっかけとしてのカワサキハロウィン

アンケートとヒアリングでは、他にも仕事や生活上
の悩みを聞くことができたが、その悩みの多くに共通
することとして、「コミュニティの欠如」という課題が
見えてきた。

コミュニティが少ないため、一緒に出掛ける友達や
恋人が少なく、一人で家に籠もる休日を送り、仕事の
ストレスをため込んでしまうのだ。

そこで、「川崎らしく」「ワクワクする」「楽しい」イ
ベントを開催し、彼（女）らが積極的に外出し、コミュ
ニティを作ることはできないかと頭を悩ませ考えた結
果、「障害者参加型のカワサキハロウィン」を提案す
ることとした。提案内容を簡単にまとめると次のとお
りである。

カワサキハロウィンは毎年10月下旬の土日に行われ
ているイベントだが、そこに障害者も仮装して参加し、
非現実的な空間を経験する。さらにその場で障害者同
士あるいは健常者との交流が深まるような場を作る。
そこで新たなコミュニティが作られ、休日に気軽に遊
びに行く友達や、あるいは恋人を作る。

そんなコミュニティ形成のきっかけとしてカワサキ
ハロウィンを活用するという提案だ。

カワサキハロウィンは、通常、日曜日は大型の仮装
パレードやクラブイベント等、若者が多く参加する企
画が中心である一方、土曜日はキッズパレードをはじ
めとした、家族みんなで楽しめる企画が中心となって
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いる。その土曜日の企画の一つとして、障害児も参加
しやすい仮装パレードや、障害者も楽しめるクラブイ
ベント等を開催することにより、障害の有無に関係な
く楽しめるカワサキハロウィンにできると考え、提案
に至った。もちろん、知的障害者に限らず、身体障害
者であっても日曜日のパレードやクラブイベントに参
加しやすいよう、あわせて企画することも可能である
と思っている。
④最後に

今回の研修を通して、知的障害者の方たちとお会い
して、生の声を聞くことができたが、会って話をする
までは彼（女）らについて、何も知らなった。それは、
知的障害者に限らず、小さい頃から障害者と一緒に生
活する経験がなかったことに加え、自ら彼（女）らが
いる場所へ出向いてこなかったためである。おそらく、
私と同じような境遇の方はたくさんいると思う。

行政として、障害者も交じり合った楽しいイベント
等を通じて（現に市内各地で様々なイベントが開催さ
れている。）、私のように相手のことを知らない方には
知っていただき、そうでない方にも相手の新しい一面
を知っていただき、共に生活することを当たり前と感
じられる社会を市民の方とともに築き上げたい。

そのひとつとして、カワサキハロウィンの企画を実
現させ、障害のある方もない方も楽しんでいただき、
障害者も交じり合った社会の実現に貢献していきた
い。

1冊の本で「ダイバーシティ
（多様性）のまちづくり」に
追い風を！

中原区役所総務課　野並　圭太

①はじめに
私たちの班は、6人中4人が子育て中ということも

あり、「子ども（子どもを持つ保護者）」をマイノリティ
テーマに設定した。講師の須藤シンジ氏が研修の初回
において、当事者の視点に立つことを強調されていた
ことから、まず始めに市内在住者を中心に子育て世代
にアンケートを行い、課題を抽出することにした。

アンケートを行った結果、20代から50代までの約
50人から、350の意見が集まった。これらの意見を整
理し、大きく分けて3つの課題が見えてきた（図参照）。
これらの課題の中で、「子どもが小さいと出かける場

所が限られてしまう」などの意見が多数あり、「それは
本当なのか」「これは解決できるのではないか」という
ことで、「情報」について課題を絞り検証することにし
た。

図　課題の整理

②課題の検証
課題の検証として、川崎市が現在行っている子ども・

子育てに関する「情報発信」（ソフト面）と、市が有
している「施設」（ハード面）について調べてみた。まず、

「情報発信」については、市や各区で「子育て情報ガ
イドブック」等の作成、「ツイッター」や「フェイスブッ
ク」の活用、子育て支援アプリ「あさお子育てポータ
ル」の実証実験などを取り組んでおり、幅広い情報発
信を行っているといえる。次に「施設」の代表として
公園を例に挙げると、人口が増加している川崎市だが、
市民一人あたりの公園面積は増加しており、生田緑地、
夢見ヶ崎動物公園、東扇島東公園など大規模緑地や
特色のある公園も多く、川崎市は比較的恵まれた状況
である。しかしながら、「子
どもが小さいと出かける
場所が限られてしまう」
などの意見があることか
ら、手法を変えた「新た
な情報発信の形」を検討
することにした。
③新たな情報発信の形

株式会社KADOKAWAが、駅を区切りにした地域
情報誌「ひと駅ウォーカー」の全国第1号として『武
蔵小杉ウォーカー』を発行し、売れ行きが好評であっ
たことから、平成26（2014）年5月に『武蔵小杉ウォー
カー』の2回目を発行した。こうした需要があること
から、本当に欲しい情報は有料でも手に入れたいので
は、という発想により新たな情報発信の形として、全

打合せの様子
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国初となる「地域（市域）×ファミリー」をテーマにし
た『（仮称）川崎ファミリーWalker』の発行について
検討した。

内容の案としては、市内の遊び場・イベント情報等
を紹介するだけでなく、子どもと一緒に出かける時に
移動や外出先での食事・授乳・おむつの交換が大変と
いうアンケートの回答が多かったことから、市内の公
共施設・商業施設等のエレベーターの場所や駐車場の
詳細を紹介したり、食材やアメニティが安心なレスト
ランの情報などファミリーに配慮した細かい情報を盛
り込むものを考えた。『(仮称)川崎ファミリーWalker』
を1冊持つことで、子どもが小さいと出かけるのが大
変という、「心のバリア」を取り除き、家族で外に出か
ける機会を増やすというコンセプトを想定した。また、

「地域（市域）×ファミリー」という全国初の取組が成立
するということにより、川崎市は子ども・子育て関連
のニーズが高いというPRになり、冒頭に述べた他の課
題解決につながる保育園・学童保育・塾・遊び場など
の企業進出や子育て世帯に優しいレストランの増加に
つながることを期待している。

株式会社KADOKAWAにヒアリングを行ったとこ
ろ、テーマ（ターゲット）を絞ったことから販売数が
あまり見込めず、多方面から広告収入等を集める必要
があるなどの課題を伺っているところであるが、本研
修終了後も実現に向けて総合企画局自治推進部と総
務局ブランド戦略担当と打合せを進めているところで
ある。

（株）KADOKAWAのウォーカーシリーズ

④職場集合研修を終えて
今回の研修は、他の研修とは違い、政策提案で終

わるだけでなく、その提案を実行に移すところまで求
められていた。そのため、関係者や関係機関と踏み込
んだ打合せすることができたことは非常に良い経験と
なった。また、ピープルデザインの基本的な考え方で

ある「心のバリアフリーをクリエイティブに実現する」
ことに触れることができ、今後の業務においても「ワ
クワク」するような企画立案を行い、様々な人を巻き
込んで賑わいのあるダイバーシティ（多様性）のまち
づくりを目指していきたい。

4　終わりに

どの班の提案も、現場を真摯に見つめ、机上ではな
く生の声をしっかり聞き取り、反映したものであった。
マイノリティが、家に閉じこもるのではなくまちへ出る
こと、それが当たり前の社会作りのアイディアの種を
若手ならではの視点で生み出してくれた。

今回の研修は、研修の主催側としてもチャレンジで、
厳しい指導の中で、研修後の具体化まで求められる、
今までにはないものだったと思う。しかし若手職員の
意識はこちらの認識を超えた高いものであり、受講生
が、自らの業務を超えて、職務時間内外問わず現場に
足を運び、時に叱咤激励されながらも、しっかりした
課題解決案を出してくれた。また研修後も、主体性を
持って、引き続き具現化に取り組みたいと申し出てく
れた職員が相当数いてくれたことには、正直言って驚
いた。

これから、我々としても、意思を示してくれた受講
生とともに、アイディアの具体化に向けてさらなるチャ
レンジをしていきたい。
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総務局労務課【平成２６年度川崎商工会議所派遣】　�小関　武士

行政の役割

1　はじめに

まず、商工会議所とは商工会議所法に基づき運営さ
れている地域総合経済団体で、経済3団体（日本経済
団体連合会、経済同友会および日本商工会議所）の1
つになる。

次に川崎商工会議所は会頭、副会頭（4名）専務理事
含む職員75名（平成27年3月時点）で構成されている。

各部署は、総務部、企画広報部、地域産業部およ
び中小企業振興部（本部・川崎支部、幸支部、中原支部、
高津支部、宮前支部、多摩支部、麻生支部）である。

2　配属先および担当業務について

私は、中小企業振興部本部に配属され、本部全体
の業務内容は、融資・経営相談、労働保険事務、市
内中小企業・商店街活性化事業等である。

その中で、私の主な業務内容は次の3つであり、時
間が空いたときは、積極的に商店街および企業に足を
運び御用聞きを行っていた。

1つ目は、街おこし協力隊事業（以下「協力隊事業」
という。）である。これは、企業退職者等に協力隊員（有
償ボランティア）として登録してもらい、商店街のイ

ベント支援、協力隊員の知識・ノウハウ・人脈等を役
立ててもらうことで商店街活性化を促進させる事業で
ある。

約100名（平成27（2015）年3月時点）の協力隊員
が登録しており、本市7区に代表の担当者（以下「地
区担当」という。）がいる。

私は、協力隊事業の取りまとめ役として、地区担当
と協力して、協力隊員の中から祭りの支援、通行料調
査等、様々な地域イベント（年間約120件）に協力し
てもらう人材を調整したり、地区担当と商店街に出向
き、御用聞きをすることで、商店街の現状を把握し、
新たな支援策を模索することを行った。

2つ目は、テクノ・プラーザ事業である。これは、
優れた技術・ノウハウを有する大手企業退職者等にア
ドバイザーとして登録してもらい、川崎商工会議所会
員企業とビジネスマッチングすることで、市内中小企
業を活性化させる事業である。

約350名（平成27（2015）年3月時点）のアドバイザー
が登録しており、26年度は48件のビジネスマッチング
実績がある。

私は、アドバイザー希望者に対する事業説明・面談
やアドバイザーの取りまとめ役と一緒に企業訪問し、
中小企業が抱える課題を確認し、課題解決可能となる
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人材調整を行った。
3つ目は、産学官連携事業である。これは、市内中

小企業、神奈川県、大学と連携して、「安全・安心な
外出支援ロボット」開発・実用化に向けて取組む事業
で、平成27年度からさがみロボット産業特区の神奈川
版オープンイノベーションに参加することになった事
業である。

私は、「安全・安心な外出支援ロボット」の開発に
向けて、企業２社、神奈川県および市内の大学との調
整役として、会議の日程調整、開発スピードの現状把
握、「企業–企業」および「企業–大学」間の意思相違
の確認を行い、開発を軌道に乗せる推進役を担った。

3　派遣を通じて学んだこと

1つ目は、市内中小企業および商店街を活性化する
ためには、直に現場確認した上、その企業・商店街を
理解することが特に大切だと感じた。それは、単にホー
ムページを確認する机上論ではなく、直接足を運び、
店主・経営者の話を聞いたり、自分の目で確認するこ
とである。

事実、工場を訪問するとホームページを見ただけで
は分からない内容が多いことに気がつく。

たとえば、工場内の５Sである。5Sとは、製造業、サー
ビス業等の職場環境維持改善で用いられる言葉で、「整
理」、「整頓」、「清掃」、「清潔」、「しつけ」の頭文字をとっ
たものであり、5Sを徹底することで「従業員の意識改
革」のみならず「もの・使用道具」をさがす時間を省け、
効率的に職務遂行できるといわれているが、これは直
接工場を訪問しないと把握できないものである。

このため、活性化支援策ついて、直接現場を訪問し
ないと把握できないものを認識した上で、一般論での
解決を模索するのではなく、その企業に合致した幅広
い解決策が求められている。

また、商店街においても周辺地域まで足を運び、学
校等の様々な施設と連携できないか等、幅広い視点で
検討する必要がある。

2つ目は、産学官連携事業で「企業-企業」、「企業-
大学」との調整の難しさを体験したことである。
「企業-企業」については、各社の考え方に違いがあ

り、「企業-大学」については、お互いの立場上の違い
がある。

そのような中では、当たり前だと思われるが、調整

役として、お互いが直接話し合う場を設定して、率直
な意見を促すことが最も重要だと実感した。電話、メー
ルでは伝わることのない、細かな表情を読み取り、歩
み寄りを推進することが不可欠である。

1年間推進役を担ったことで、本事業の大まかな
ロードマップを確立でき、開発を軌道に乗せることが
できたので、今後の成功を祈っている。

3つ目は、人材ネットワーク活用の重要性である。
多くの企業を訪問したり、若手経営者の会合に毎月

参加し、経営者の話を聞かせていただいた結果、中小
企業単体での新商品開発は難しいという声が多かった。

こうした状況において、冒頭で述べた「協力隊事業」、
「テクノ・プラーザ事業」のように、多くの情報を保有
している行政が御用聞き役となり、幅広いネットワー
クを活用して「企業-企業」、「企業-大学」等の橋渡し
役となることで、企業活性化の一助となる役割を担う
必要があるといえる。

4　最後に

派遣研修を通じて川崎市職員として、現場主義の大
切さ、行政の橋渡し役としての重要性を認識した。

どのような施策、市民サービス、業務改善方法等を
考案する上でも、机上論ではなく、生の現場を確認し、
本研修で経験した調整能力を生かした上、様々な機関
とのコラボレーションを推進し、実態に即した施策立
案できる行政職員になり、川崎市の活性化に貢献した
い所存である。

【ヘラ絞り体験により自作したペン立て】

工場訪問した際、ヘラ絞りを体験したことで、力の入れ
具合、機材の操作、タイミング等によって全く違った形
になり、職人芸であるヘラ絞りの難しさを肌で体感した。
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【平成26（2014）年】
川崎競輪場　西スタンドが完成（4月）
川崎競輪場に、約6,000人収容の新たな観戦エリア「西
スタンド」と選手管理棟が完成した。「西スタンド」には、
キッズルームと授乳室を設置し、さらに牛丼チェーン店
やコンビニエンスストアが出店するなど飲食店等が充実
し、これまでのお客様に加え、若者・女性・家族連れの
お客様にも気軽に親しんでいただける施設となった。

タイ・バンコク、中国・瀋陽に新たに企業の海外進
出支援拠点を設置（4月）
市内企業の海外での販路拡大のサポートのため、新た
にタイ・バンコクと中国・瀋陽に、オフィスとして利
用できるスペースや連絡代行サービスを提供する拠点
を設置した。利用できるのは、川崎市が実施する海外
での展示会等に参加する市内企業。中国・上海でも
既に同様のサービスを開始しており、海外現地でのサ
ポート拠点は合計3カ所となった。

市立川崎高等学校附属中学校が開校（4月）
4月1日、市内初の公立中高一貫教育校となる市立川崎
高等学校附属中学校が開校した。8月には、障害のある
子どもたちを支援する南部地域療育センターを合築した
市立川崎高校及び附属中学校の新校舎が完成した。

国家戦略特区に指定、京浜臨海部の強みを活かした
ライフイノベーションの推進（5月）
国が主導となり、地方、民間と一体となって規制改革
等の施策を総合的かつ集中的に推進する国家戦略特
区に、神奈川県全域が東京圏として指定され、川崎市
が、神奈川県、横浜市とともに、国に対して提案した

「健康・未病産業と最先端医療関連産業の創出による
経済成長プラン」が、東京圏の区域方針に位置付けら
れた。川崎市で取り組むライフイノベーションの一層
の推進が期待される。

「セレサモス」来場者数200万人を突破（6月）
川崎市内の農家から出荷された新鮮な野菜などを販売

する大型農産物直売所「セレサモス」（麻生区黒川）
の来場者数が200万人を突破。JAセレサ川崎が運営
する「セレサモス」は、平成20（2008）年のオープン
以来、来場者数を順調に伸ばしている。

地域の様々な人材が先生となり子どもを育てる「地
域の寺子屋事業」がスタート（7月）
7月19日、中原区の中原小学校を皮切りに「地域の寺
子屋事業」がスタートした。地域のシニア世代をはじ
めとする様々な人材が寺子屋の先生となり、週1回平
日の放課後に子どもたちが持参した宿題や寺子屋で用
意した課題などに取り組む学習支援と、月1回土曜日
等に体験活動や世代間交流を実施している。

市制90周年で記念式典を開催（7月）
大正13（1924）年に川崎町・御幸村・大師町が合併して
誕生した川崎市は、平成26（2014）年7月1日市制90周
年を迎えた。同日は約1,200人が参加し、ミューザ川崎
シンフォニーホールで記念式典を行った。この90年で、
川崎市は産業都市として急速に成長するとともに、著
しく人口が増加し、利便性の高い生活都市として発展
してきた。

川崎マリエン日本夜景遺産に認定（7月）
川崎区東扇島にある川崎マリエン（川崎市港湾振興会
館）タワー棟の10階、高さ51mになる展望室から見る
夜景が、川崎市内で初めて「日本夜景遺産」に登録さ
れた。展望室は360度のガラス張りで、工場夜景や羽
田空港を発着する航空機、スカイツリー、横浜ベイブ
リッジなど、川崎ならではの夜景が楽しめる。

東海道かわさき宿交流館の来館者数が5万人を突
破、かながわ観光大賞を受賞（8月）
川崎区本町にある「東海道かわさき宿交流館」の来場
者数が、平成25（2013）年10月の開館から5万人を突
破した。同館では、映像や模型などさまざまな手法を
駆使して江戸時代の川崎宿の様子や、江戸時代から現
代につながる川崎の歴史・文化を紹介している。3月
には、地元企業が東海道川崎宿の名物料理「奈良茶
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飯」を現代風にアレンジした「奈良茶飯風おこわ」の
販売を開始した。また、11月には、「かながわ観光大賞」
の受賞が決定した。

キングスカイフロントに先端技術等の企業が続々と
進出決定（8月）
研究機能に加えてにぎわい・交流機能を含む複合施
設の導入を進める大和ハウス工業株式会社の進出決
定（5月）に続き、ロボット技術を健康、医療、福
祉分野に活用し、安心した暮らしの実現を進める
CYBERDYNE（サイバーダイン）株式会社や、がん
やアルツハイマー型認知症の検査用医薬品の開発を進
める富士フィルムRlファーマ株式会社が殿町国際戦略
拠点キングスカイフロントに進出することが決定した。

「藤子・F・不二雄ミュージアム」3周年、入館者数
が150万人を突破（9月）
川崎市多摩区にある「川崎市藤子・F・不二雄ミュー
ジアム」の累計入館者数が、オープンからわずか3年
で150万人を突破した。同ミュージアムは、「ドラえもん」
などの名作漫画を生み出した藤子・F・不二雄さんの
世界を楽しめる施設となっている。

川崎市と東京都大田区を結ぶ羽田連絡道路の整備、
国や関係自治体が合意へ（9月）
国や神奈川県、川崎市、東京都などがメンバーの「羽
田空港周辺・京浜臨海部連携強化推進委員会」が開
催され、川崎市と東京都大田区を結ぶ羽田連絡道路の
整備について合意が図られた。連絡道路の整備により、
日本の国際競争力強化に資する拠点形成の加速が期
待される。

川崎市と横浜市が相互連携する全国初の「待機児童
対策に関する連携協定」を締結（10月）
川崎市は横浜市と待機児童対策に関する連携協定を
結び、ともに子育てしやすいまちを目指して、市境を
越えた取組を加速することで合意した。認可保育所の
整備や、保育士確保対策を共同で行うなど、隣接する
政令指定都市が待機児童対策で連携するのは全国で
初めての試みである。

中学校完全給食の実施方針を発表、幸区・中原区・
麻生区に給食センター整備を決定（10月）
川崎市は、市立中学校で完全給食を提供するための実
施方針を公表。幸区南幸町、中原区上平間、麻生区
栗木の3カ所に給食センターを整備し、専用の配送車
両で調理後2時間以内に配送。また、自校調理方式も
犬蔵中学校（宮前区）と中野島中学校（多摩区）で実
施するほか、小学校と合築の東橘中学校（高津区）と
はるひ野中学校（麻生区）では、合築校舎内の調理場
を活用する方針である。

宮崎県と地域の活性化及び持続的成長に向けた基本
協定を締結（11月）
宮崎県と互いの持つ資源や特性、強みを活かしながら
連携・協力して、それぞれの地域の活性化及び持続的
成長に向けた取り組みを推進するため基本協定を締結
した。

世界初の「再生可能エネルギーと水素を用いた自立
型エネルギー供給システム」の共同実証を川崎マリ
エンなどで実施（11月）
川崎市と株式会社東芝は、「太陽光発電と水素を活用
する世界初の自立型エネルギー供給システム」の共同
実証を、川崎マリエンなどで平成27（2015）年4月から
平成32年度末まで実施。太陽光発電の電気を水素に
置き換えて貯蔵し、必要な時に燃料電池で電気と温水
を作り出す。平常時はエネルギーの最適制御により電
力のピークカットに貢献するとともに、災害時は避難
者300名分の電気と温水を1週間供給することが可能
となる。

世田谷区との連携・協力に関する包括協定を締結
（12月）
多摩川によってつながり、鉄道や街道によって人が往
来、交流する連携・連続した地域としてとらえ、互い
の持つ資源や特長を活かしながら連携及び協力し、そ
れぞれの地域の活性化及び持続的成長に向けた取り
組みを推進するため、包括協定を締結した。
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【平成27（2015）年】
麻生区子育て支援アプリの実証実験を行う（1月）
富士通株式会社との間で締結した包括協定に基づき、
麻生区子育て支援アプリ（あさお子育てポータル）の
実証実験を行った。同アプリは、郵便番号やこどもの
生年月などを登録すると、対象年齢や地域に合わせて、
子育てに関連する施設やイベント情報を簡単に入手で
きる便利なアプリ（9月にグッドデザイン賞2015を受
賞）として評価も高かったため、平成28（2016）年4月
に「かわさきアプリ」として全市に展開する予定であ
る。

橘樹官衙遺跡群が川崎市初の国史跡に指定（3月）
古代の武蔵国橘樹郡の役所跡である橘樹郡衙跡（高
津区千年）と、郡衙に隣接して造営された古代寺院跡
である影向寺遺跡（宮前区野川）は、日本の歴史を知
る上で重要であると評価され、橘樹官衙遺跡群として、
3月10日に川崎市初の国史跡に指定された。

川崎富士見球技場（富士通スタジアム川崎）、等々
力陸上競技場のメインスタンドが完成（3月）
川崎富士見球技場（富士通スタジアム川崎）と等々力
陸上競技場のメインスタンドが完成し、それぞれ完成
記念式典を行った。川崎市は、2つの施設を拠点とし、

「スポーツのまち・かわさき」を市内外にアピールし、
魅力あるまちづくりを推進していく。

日本オリンピック委員会（JOC）とパートナー都市
協定を締結（3月）
川崎市と日本オリンピック委員会（JOC）は、パート
ナー都市協定を締結した。同協定に基づき、世界をめ
ざす現役トップアスリートの就職を支援する「アスナ
ビ」を4月に神奈川県内で初めて行うなど、川崎市と
JOCは、相互に連携・協力して2020年東京オリンピッ
ク・パラリンピック競技大会の成功や川崎市のスポー
ツ振興に尽力していく。

小児医療費助成事業の通院助成対象を小学校2年生
まで拡充（4月）
川崎市は、子どもたちの笑顔あふれるまちを実現する
べく、4月から小児医療費助成事業の通院助成対象を
小学校2年生まで拡充した。

ナノ医療イノベーションセンター（iCONM）運営
開始（4月）
最先端研究施設「ナノ医療イノベーションセンター

（iCONM）」が運営を開始。同施設は、ライフサイエ
ンス分野の拠点形成の核となる施設で、産学官が連携・
協力し、ナノ医療技術を用いた難治療性疾患の診断・
治療方法の具現化をめざして研究開発を進める。

川崎市の人口が政令指定都市で京都市を抜いて7位
（4月）
川崎市の4月1日現在の人口が146万6,444人となり、
京都市の人口を上回り、政令指定都市で全国7位に順
位を上げた。平成42（2030）年には152万人を超える
ことが見込まれている。

保育所待機児童数のゼロを実現（4月）
川崎市の保育所待機児童数が、統計がある平成12年
度以降初めてゼロとなった。川崎市は、待機児童対策
を最重要課題の一つに掲げており、これからも子ども
を安心して産み育てられるまちをめざして取り組みを
推進していく。この取り組みの中で、横浜市と待機児
童対策の連携協定を締結し、協力して取り組みを進め
たことが、先進的な取り組みとして評価され、10月に
プラチナ大賞審査委員特別賞を受賞した。

幸区役所新庁舎がオープン（5月）
平成25（2013）年4月に着工した幸区役所新庁舎が完
成し、5月7日から新庁舎での業務を開始。新庁舎では、
ユニバーサルデザインの推進や省エネルギー化、防災
拠点としての機能強化を図るほか、地域コミュニティ
の拠点となる市民活動コーナーや、市政情報展示コー
ナーがあるロビー、飲食ができるラウンジなどを設置
している。

羽田連絡道路の整備方針が決定（5月）
羽田空港周辺・京浜臨海部連携強化推進委員会は、
羽田空港跡地地区と川崎殿町地区の中央部に、両地区
を結ぶ新たな橋梁を整備する方針を決定した。2020
年東京オリンピック・パラリンピック競技大会をめざ
した整備を推進する。
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インドネシア共和国バンドン市と低炭素都市づくり
の支援に向けた都市間連携を推進（7月）
川崎市とインドネシア共和国バンドン市は、両市の都
市間連携を一層推進するため、環境技術の移転、人
材育成や情報交換の促進等を定めた基本合意書の締
結を行った。

新たな総合計画の素案公表　市民車座集会を開催
（8月）
「新たな総合計画」及び「行財政改革に関する計画」
の策定に向けて、市の素案（考え方）や取り組みの方
向性を広く周知するとともに、市民の皆様から計画に
対する意見を聴取することを目的に、川崎市総合福祉
センター（エポックなかはら）で「市民車座集会」を
開催した。市長による素案説明の後、市長と参加者と
の間で活発な意見交換が行われた。

「藤子・F・不二雄ミュージアム」が4周年を迎え、
来館者数が200万人を超える（9月）
多摩区にある川崎市藤子・F・不二雄ミュージアムで
開設4周年の記念フェアが開かれた。同ミュージアム
は、「ドラえもん」などの名作漫画を生み出した藤子・
F・不二雄さんの世界を楽しめる施設で、人気キャラク
ター「ドラえもん」の誕生日の3日は、記念のポストカー
ドが配布されるなど、多くの来館者で賑わった。なお、
10月14日に同施設の来館者数が200万人を突破した。

学校給食センターの整備等を行う事業者が決定（9
月）
市立中学校で、温かいおかずやご飯がセットになった
完全給食を実施するために、民間の資金やノウハウを
活用したPFI事業による、学校給食センター整備等の
事業者が南部・中部・北部の3カ所全てで決定した。
契約について議会の議決を経た上で、平成29年度の
全校実施をめざして整備を進めていく。

JR南武支線に新たに設置する駅名が「小田栄駅」
に決定（9月）
1月に、「鉄道」と「まち」を共に発展させるため、東
日本旅客鉄道株式会社が自治体との間で初となる包括
連携協定を川崎市と締結した。同協定に基づいて設置
するJR南武支線川崎新町・浜川崎駅間の新駅の名称
が、地域の方々による駅名投票の結果を踏まえて、「小

田栄駅」に決まった。新駅「小田栄駅」は平成28（2016）
年3月に開業予定である。

2020東京オリンピック・パラリンピック競技大会
に向けた「かわさきパラムーブメント推進フォーラ
ム」を開催（10月）
10月19日、2020年東京オリンピック・パラリンピック
競技大会を契機として、誰もが暮らしやすいまちづく
りを進めていくための、多様な主体の協働の場である

「かわさきパラムーブメント推進フォーラム」を開催し
た。福田市長とパラリンピアンの成田真由美さんが共
同委員長を務め、「かわさきパラムーブメント」を市民
発のムーブメントとして展開していくためのプロジェ
クトを進めていく。

大型農産物直売所「セレサモス宮前店」がオープン
（10月）
10月27日、大型農産物直売所「セレサモス宮前店」
がオープンした。セレサモス宮前店は、平成20（2008）
年に開設したセレサモス麻生店に続く2号店で、東
急田園都市線宮崎台駅から徒歩6分の好立地にあり、
オープン当日は、多くの買い物客で賑わった。

新しいジャズ・フェスティバル「かわさきジャズ
2015」を開催（11月）
川崎市は、平成23（2011）年から「モントルー・ジャズ・
フェスティバル・ジャパン・イン・かわさき」を開催
してきたが、これまでの4年間の成果を引き継ぎ、今
年は、地域に根差したより川崎らしい新たなジャズ・
フェスティバル「かわさきジャズ2015」を開催した。

デンマーク王国オーデンセ市との経済交流に関する
覚書の締結（12月）
川崎市とオーデンセ市は、両市のさらなる発展に寄与
するため、お互いの強みを活かし、環境・産業・介護・
福祉分野において両者間の技術交流、情報交流などを
促進し、経済交流を活発化させるよう覚書を締結した。
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第33号
平成27（2015）年12月発行

特集　【インタビュー】
ICTを活用した自治体施策　〜かわさきにおける情報化の未来〜

国際大学 グローバル・コミュニケーション・センター（GLOCOM）准教授　 庄司　昌彦

【職員による関連施策等の紹介】
多様な主体と連携した情報施策� 総務局ICT推進課　課長補佐　 新井　信宏

コンビニエンスストアにおける証明書の交付の開始に向けた取り組み
市民・こども局戸籍住民サービス課　戸田　義明

子育て支援アプリ「あさお子育てポータル」実証実験の取り組み　〜子育て支援の情報を探しやすく〜
麻生区役所こども支援室　担当課長　佐野　純子

【本市の政策展開から】
○川崎市の保育所待機児童対策の取り組み�

〜安心して子どもを預けられる環境を整備し「子育てしやすいまちかわさき」を実現〜
こども本部子育て推進部事業調整・待機児童対策担当　担当係長　新村　祐

○市立中学校完全給食実施に向けた取り組み　〜早期実現に向けて〜 
教育委員会事務局中学校給食推進室　担当係長　二瓶　裕児

○かわさき市政だよりリニューアル� 市民・こども局市民生活部広報課　担当係長　萬田　聡一

○幸区役所新庁舎竣工に思うこと　〜100年後の幸区役所庁舎に思いを馳せて〜
市民こども局企画課　担当課長　木上　浩

【現場の目】
○安全安心な川崎市へ、シャキーン！�

川崎区役所田島支所区民センター　主任　望月　幸夫
川崎区役所田島支所区民センター　地域振興係長　石郷岡　健一

総務局危機管理室　担当係長　早川　雄大

【研修の窓】
○メディアを活用した効果的な広報戦略� 麻生区役所地域保健福祉課　 山本　和也

○派遣は突然に� 経済労働局商業観光課（大田区派遣）　 清田　祐介

○国の規制・制度改革政策に触れて� 総合企画局都市経営部企画調整課　 塩畑　博章

【ほかの自治体・団体などの取り組み紹介】
○「福島県の風評・風化対策」

〜川崎市を始め全国の皆さんの御支援に感謝し、復興に向けた挑戦を続け、福島の農産物や観光の魅力を発信し続ける〜
福島県風評・風化対策監　 野地　誠

○故郷を離れて暮らす東北の子どもたちへの学習支援
〜東日本大震災から考える“ふるさと”〜 香川大学地域連携戦略室特命准教授　 鈴木　健大

バックナンバー紹介
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第32号
（平成27（2015）年3月発行）

特集　市民の声を“聴く”
〜「対話」と「現場主義」のまちづくりを目指して〜

【リレーインタビュー】
市民の声を政策に生かす「対話」の仕組みづくりと参加・協働のさらなる拡充に向けて

法政大学法学部教授　名和田　是彦／関東学院大学副学長・法学部教授　出石　稔

【職員・市民などによる論考】
総合計画策定プロセスにおける多様な「参加」の実践

それぞれの立場から見た多様な「参加」の実践
総合企画局企画調整課　課長補佐　雨宮　米美／担当係長　佐藤　園子 

株式会社石塚計画デザイン事務所　東京事務所　所長　千葉　晋也 
川崎市総合計画市民検討会議委員　宮前区　辻　麻里子／麻生区　加藤　美於

「区計画」策定に向けた区独自の取り組み
宮前区役所企画課　担当係長　小山　貴志／多摩区役所企画課　担当係長　井川 秀雄

【職員による関連施策等の紹介】
区民車座集会を通じた市民との「対話」

総務局　市民の声担当

区民会議4期8年の成果の振り返りと今後の展望
市民・こども局区調整課　本田　咲紀

幸区における「こども総合支援ネットワーク会議」と「みんなで子育てフェア」の取り組み
幸区役所こども支援室　担当課長　田中　和佳子

第31号
（平成26（2014）年10月発行）

特集　市民の「心のふるさと」多摩川とともに歩む
〜多摩川を活かしたまちづくりの考察〜

第30号
（平成26（2014）年3月発行）

特集　かわさきの地域力
〜多様な力を紡ぐ取り組み〜

第29号
（平成25（2013）年9月発行）

特集　市政運営の三本柱に基づくかわさきのまちづくり

第28号
（平成25（2013）年3月発行）

特集　指定都市川崎における区のあり方
〜これまでの歩みとこれからの行方を探る〜

第27号
（平成24（2012）年3月発行）

特集1 　新たな「地域の魅力」を活かす
特集2 　3.11後の川崎

第26号
（平成23（2011）年3月発行）

特集　新しい時代にふさわしい自治体像を探る



成 熟社会を迎え、戦後社会を形成し
てきた「成長型」の社会システムの転

換が求められています。こうした時代にあっ
て、自治体現場でも、さまざまな政策・制度
の開発・研究の取り組みが、あらゆる職種を
通して、職員一人ひとりの課題となってきて
います。
　そのためには、職員個人の自由な発想によ
る創造的意見・提案が何よりも重要になって
きます。本誌の刊行の狙いもそこにあります
が、多様な意見の発表・交流の“ひろば”と
して、本誌に発表された職員の論稿は、原則
として職員個人の意見・提案であることをご
理解ください。（編集部）
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